
（1）「過労死等防止啓発月間」の実施
　過労死等防止対策推進法第５条において、「国民の間に広く過労死等を防止することの重
要性について自覚を促し、これに対する関心と理解を深めるため、過労死等防止啓発月間を
設ける」として、11 月を「過労死等防止啓発月間」と定め、国及び地方公共団体は、過労
死等防止啓発月間の趣旨にふさわしい事業が実施されるよう努めることとされている。
　令和元（2019）年度は、本月間を中心に、国主催による「過労死等防止対策推進シンポ
ジウム」を 47 都道府県 48 カ所で開催するとともに、ポスターやパンフレットなど多様な
媒体を活用した周知・啓発を実施した。
　なお、令和元年度の「過労死等防止対策推進シンポジウム」については、後記５に記載する。

（2）ポスターやパンフレットなど多様な媒体を活用した周知・啓発
　大綱の内容を踏まえ、また、労働者、事業主及び当事者のそれぞれの立場の方々から意見
もいただいて、ポスター、パンフレット及びリーフレットを作成するとともに、新聞広告及
び Web 広告、SNS による周知・啓発も実施した。
　ポスターについては、大綱の副題である「過労死をゼロにし、健康で充実して働き続ける
ことのできる社会へ」の文言を用いたものとし、各府省庁、都道府県労働局、労働基準監督
署、都道府県及び市町村等、労働者団体や事業主団体へ掲示用として送付したほか、全国
47 都道府県の主要駅において、11 月の「過労死等防止啓発月間」を中心にポスターを掲示
した。

3 啓発

3.1 国民に向けた周知・啓発の実施

（過労死等防止啓発ポスター（令和元年度））
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　パンフレット及びリーフレットについては、大綱の副題を用いたものとし、パンフレット
は、Q&A 形式で構成し、はじめに過労死等の定義、大綱に定める６つの数値目標を記載し
た上で、過労死等防止のための取組として、①長時間労働の削減、②働き過ぎによる健康障
害の防止、③ワーク・ライフ・バランスの推進、④勤務間インターバル制度の導入、⑤職場
におけるメンタルヘルス対策の推進、⑥職場のハラスメントの予防・解決、⑦相談体制の整
備等の７項目について、「事業主の取組」及び「労働者の取組」の見出しをつけて紹介して
いる。
　また、仕事による疲労蓄積度を把握し、改善に役立てるため、「労働者の疲労蓄積度自己
診断チェックリスト」を掲載するほか、各種相談窓口等を一覧として掲載し、周知を行った。
　リーフレットには、パンフレットの抜粋として各種相談窓口一覧を載せている。
　これらのパンフレット等は都道府県労働局、労働基準監督署、都道府県等を通じて配布し
たほか、「過労死等防止対策推進シンポジウム」で配布するとともに過労死で家族を亡くさ
れた遺族に対する精神保健に関する相談支援等のため、精神保健福祉センター等においても
配布した。

（過労死等防止啓発パンフレット（令和元年度）（抜粋））
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　新聞広告については、「過労死等防止啓発月間」に先立つ令和元（2019）年 10 月 26 日に、
全国紙１紙に全国の「過労死等防止対策推進シンポジウム」の告知を主な内容とした全ペー
ジ広告を掲載し、同年 11 月１日にも全国紙５紙に広告（２段 ×１/２）を掲載した。また、
地方紙 60 紙に「過労死等防止啓発月間」の広告とともに、都道府県で開催する「過労死等

（過労死等防止啓発リーフレット（令和元年度）（裏面））
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防止対策推進シンポジウム」の広告をシンポジウムの開催時期に合わせて掲載した。

（過労死等防止啓発新聞広告（全国紙）（令和元年度））

（過労死等防止啓発新聞広告（地方紙）（令和元年度））
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　Web 広告については、Yahoo！のディスプレイネットワークに令和元年 11 月の１か月間
に 5 千２百万回を超える広告を表示させるとともに、「過労死」をキーワードとしたサーチ
ワードバナー広告を配信した。また、大綱における過労死等の防止のための対策の重点業種・
職種を対象としたバナー広告を同じく 11 月の１か月間配信した。
　さらに、「過労死等防止啓発月間」及び「過労死等防止対策推進シンポジウム」の周知用

（過労死等防止啓発新聞全ページ広告（令和元年度））
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動画を制作し、広告配信を行ったほか、厚生労働省公式 Facebook 及び Twitter 並びに厚生
労働省のメールマガジンにより、11 月に「過労死等防止対策推進シンポジウム」の告知及
び「過労死等防止啓発月間」の周知を行った。

（3）過重労働対策等に取り組んでいる企業の周知
　「安全衛生優良企業公表制度」は、労働安全衛生に関して積極的な取組を行っている企業
を認定、企業名を公表し、社会的な認知を高め、より多くの企業に安全に衛生の積極的な取
組を促進するための制度である。この認定を受けるためには、過去３年間に労働安全衛生関
連の重大な法違反がない、長時間労働が常態化していないなどの基本事項に加え、労働者の
健康保持増進対策、メンタルヘルス対策、過重労働防止対策、安全管理など、幅広い分野で
積極的な取組を行っていることが求められる。
　様々な機会をとらえて制度の周知を図っており、令和元（2019）年度は新たに 10 企業
を認定し、企業名を公表している。

（ディスプレイネットワーク用バナー広告）

（サーチワードバナー広告）

（安全衛生優良企業認定マーク）
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　700 万人の組合員でつくる労働組合の全国組織「連合」（日本労働組合総連合会）は、
働く者の立場から、労働条件の改善や良好な職場環境づくりなどに取り組んでいます。
なかでも、「過労死等ゼロ」に向けた取り組みを重要課題のひとつとして、多様なツー
ルやメディアを作成・活用しながら、それぞれの職場で長時間労働の是正やハラスメン
トの防止等をはかるとともに、事業主への働きかけや社会全体への周知・啓発にも積極
的に取り組んでいます。

過労死等防止啓発月間の取り組み
　連合は、毎年 11 月の「過労死等防止啓発月間」にあわせて、さまざまな取り組みを行っ
ています。2019 年には、安心して健康に働ける職場環境づくりのポイントを確認する
とともに、自身と家族、職場の仲間の働き方を見つめ直すために、ストレスやメンタル
不調のチェックリストを盛り込んだチラシや機関紙記事を作成して加盟組合等に配布
し、過労死等の防止と一人ひとりの働き方の点検を呼びかけました。チラシは、連合ホー
ムページの過労死対策の特集ページでご覧いただけます。
　https://www.jtuc-rengo.or.jp/activity/roudou/karoushi/

「働く悩み」に寄り添った運動の展開
　連合は、「なんでも労働相談ダイヤル」（0120-154-052）をはじめ、連合ホームペー
ジや無料通信アプリ「LINE」を通じて、働くことに関する相談を受け付けています。
2019 年には約 15,000 件もの相談があり、本人や家族から切実な声が寄せられました。
相談内容は、「パワハラ・嫌がらせ」が 13.7％と最も多く、次いで「解雇・退職強要・
契約打ち切り」が 8.7％、「雇用契約・就業規則」が 8.6％となっています。
　また連合へは、新型コロナウイルス感染症の影響により働く上での困難に直面してい
る多くの方々から、切迫した相談が日々寄せられています。2020 年３月には「新型コ
ロナウイルスに関する緊急集中労働相談」を２回実施し、解雇・内定取り消し・休業補

「過労死等防止啓発月間」チラシ「働き方、心とからだのチェックリスト」

連合の「過労死等ゼロ」の取組コラム３
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償等に関する不安の声と並び、仕事量の急増で過重労働に苦しむ方々、不当な偏見や差
別に直面している医療従事者からの訴えも寄せられました。
　これらの労働相談や労働組合を通じて把握した職場の実態を受け止め、連合は、政府・
政党や関係省庁に対して要請を行うと共に、厚生労働省の「過労死等防止対策推進協議
会」や「自殺総合対策の推進に関する有識者会議」において、新型コロナウイルス感染
症による新たな課題もふまえた上で、過重労働やハラスメントの防止に関する対策を一
層強化するよう訴えるなど、意見反映に努めています。
　さらに連合は、新型コロナウイルス感染症が拡大する中、逼迫する医療等の現場で働
く仲間たちへ支援の声を届けるため、「医療・介護・福祉現場の最前線で働く仲間にエー
ルを贈ろう」という活動を展開しました。この取り組みでは、感謝の言葉、偏見や風評
被害を許さないという声、医療等の現場における業務負担を少しでも減らすべく、感染
拡大防止にむけた行動変容を求める呼びかけなど、全国の加盟組合等より 800 近いビ
デオ・フォトメッセージが寄せられ、連合のホームページ（https://www.jtuc-rengo.
or.jp/cheeringmessage/）に掲載されています。

「働き方改革」と連動した社会的な運動
　連合は、働く方々のための「働き方改革」を職場・地域に定着させるべく、過労死に
もつながる過重労働に依存した企業文化・風土の抜本的な改革に向けて様々な取り組み
を進めています。
　時間外労働の上限規制については、2020 年４月から中小企業を含むすべての企業へ
適用となったことに先駆けて、連合は、36 協定の適正な締結を確認するチェックリス
トを盛り込んだチラシの作成や、学習会「働き方改革関連法職場定着セミナー」の開催
を通じて、法改正の内容を改めて加盟組合等へ周知するとともに、労働組合による法を
上回る取り組みを呼びかけました。
　また、36 協定の適正化の徹底と、より良い働き方の実現をめざして展開した「2020 
Action!36」キャンペーンでは、職場での労働組合の有無にかかわらず、一人ひとりに
働き方を見直してもらうきっかけにしたいとの思いから、「ジブン時間、大切にしてい
ますか」というメッセージのもと、グッズの配布や SNS・新聞広告等を通じた発信を行
いました。さらに、2020 年３月６日には、中小企業団体やインフルエンサーの方々を
迎えて「36（サブロク）の日オンライン・トークライブ」を開催し、36 協定の適正な
締結の促進、商慣行の見直しと取引の適正化、ワークルールの周知・徹底等に関する対
話の模様をリアルタイムで配信するなど、広く社会へ向けたアピールにも力を入れてい
ます。

「オンライン・トークライブ」の様子
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春季生活闘争における取り組み
　春季生活闘争においては、賃金・労働条件だけでなく、働き方の見直しや年次有給休
暇の取得促進についても労使が重点的に話し合いを行っています。終業から始業までに
一定の休息時間を設ける「勤務間インターバル制度」は、過重労働を防止し、過労死等
ゼロを実現するうえで重要なものであり、この制度の導入を要求する労働組合も増加し
ています。
　連合は、今後もこれらの取り組みを一層強化し、労働者の心身の健康を守り、過労死
等のない社会を実現するための運動を続けていきます。

 （日本労働組合総連合会）
 ホームページ　https://www.jtuc-rengo.or.jp/

「2020 Action!36」グッズ

　経団連では、2016 年度から会員企業の働き方改革を後押しする活動を継続してきま
した。2018 年度以降は、「働き方改革　toward Society 5.0」をキャッチフレーズに掲げ、
デジタルトランスフォーメーションに対応した「人」が中心の経済社会（Society 5.0）
を実現するという中長期の目標イメージ持ちながら、意識と実態の変革を促す働き方改
革の推進に向けた活動を強力に展開しています。2019 年度の活動内容は以下のとおり
です。
（1）　働き方改革アクションプラン
　目標を設定し、PDCAを回しながら働き方改革を進める企業が増えるよう、継続して
アクションプランの策定を呼びかけています（2020 年６月現在、245 社）。
　経団連調査によると、労働時間等に関する KPI を導入している企業の年間平均総労働
時間は ､毎年低くなっているおり、2019 年度調査では、KPI を導入していない企業と
比較すると平均で 35 時間短い結果となっています。
（2）　長時間労働につながる商慣行の是正に向けた共同宣言
　長時間労働につながる商慣行の是正に向け、2017 年に公表した共同宣言の周知徹底
を図り、2019 年４月の時点で約８割の企業が「知っている」と回答するなど広く認知
されています。

働き方改革の推進に向けた経団連の取組コラム４
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　また、官公庁等との取引においても長時間労働につながる商慣行の存在が判明したこ
とから、厚生労働省に対して改善要請を行い、2019 年６月、厚生労働省から各府省等
調達担当官に対して商慣行改善に向けた協力依頼が発出されました。
　さらに、2020 年版経営労働政策特別委員会報告において、「経営者は過労死・過労自
殺を絶対に引き起こしてはならい」との強い決意をもって労働時間削減に取り組む必要
性に言及し、2020 年版春季労使交渉・労使協議の手引きでは広告業界における商慣行
是正に向けた取組を紹介しました。
（3）　年休取得促進キャンペーン
　2019 年度は、前年度に引き続き「早めの計画、職場の理解、しっかり休暇 有休（ゆ
うきゅう） My（まい）plan（ぷらん） ７！５！３！（シチ・ゴ・サン）」というキャッ
チフレーズで、
　①年休取得率 70％以上を目指す
　②年休取得率各人最低 50％を目指す
　③土日・祝日に年休をプラスして３日以上の連休をつくる　
　ことを呼びかけました。こうした取り組みもあり、経団連調査によると、年次有給休
暇取得率は、年々向上しています（2016 年 62.9％→ 2018 年 70.4％）。
（4）　周知活動の展開
　2018 年に引き続き、リレーセミナーを開催しました。
　①同一労働同一賃金セミナー（６月）
　②働き方改革セミナーin 宮城（11 月）
　③中小企業のための働き方改革セミナー（12 月）
　④職場のハラスメント防止対策セミナー（2020 年１月）
　また、テレワークや RPA・AI 利用による生産性・働きがいの向上、HRテックの活用
や留意点、最新技術を活用した安全衛生対策などの好事例を紹介する「Society5.0 時代
の働き方事例集」を作成しました（12 月）。

（5）　会員企業への要請、周知
　2019 年４月、働き方改革関連法の施行にあわせて、会員企業に対して「労働法令の
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遵守徹底、働き方改革のさらなる取組みのお願い」を要請しました。また、10 月の「年
次有給休暇取得促進期間」および 11 月の「過重労働解消キャンペーン」にあわせて、
厚生労働省からの「長時間労働削減を始めとする働き方の見直しに向けた取組に関する
要請書」を会員企業に周知しました。

 （一般社団法人　日本経済団体連合会）
 ホームページ　https://www.keidanren.or.jp/

　アップコン株式会社は、地震や地盤沈下などで傾いてしまった建物構造物のコンク
リート床を特殊なウレタン樹脂を使用して既存の床を壊すことなく短工期で修正する
〝アップコン工法”を全国に展開しています。施工だけでなく、ウレタンの新規用途開
発も行っている研究開発型施工会社で、現在創業 17 年を迎えています。
　2015 年に、弊社では病欠者や遅刻が増加しました。突然の病欠や遅刻は施工を請け
負う企業として社業に関わることでもあるため対策を講じる必要がありました。
　そこで、トップである社長が、部署を横断したメンバーから成る健康活動倶楽部（※
通称：健活（けんかつ））を社内プロジェクトとして立ち上げ、会社が主導して社員の
健康の保持増進に取り組む体制を整えました。安全衛生優良企業の認定についても、安
全衛生に取り組んでいる企業であるという認識を社内で持つこと、また、そういった企
業で働いてもらうことが、社員の家族の安心にも繋がると考えて取り組みました。

〈健活倶楽部の主な活動〉
・全社禁煙宣言を実施。現在では喫煙率が 37%から２%まで低下しています。
・ フットサル、ボルダリング、オフィスヨガ、大人の塗り絵など、皆で楽しめるよう運
動系だけでなく、バラエティに富んだアクティビティを実施。
・ 独自の健活ポイント制を導入。例えば、オフィスビル内の階段昇降や、駅までの往復
徒歩通勤などでポイントを貯められる仕組みを作りました。貯めたポイントで、カタロ
グ景品や地元の障害者就労施設などへの寄付などと交換できる仕組みとなっています。
　こうした取組を通じて、翌年には、遅刻・欠席者の大幅削減に成功しています。

【企業の取組】安全衛生優良企業の取組事例コラム５
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　2020 年は、新たな取組として、月に１回勤務時間中に健康活動の時間を設け、ラン
ニングや脳トレ、動体視力トレーニングに社員全員で取り組む時間を設けています。ま
た、弊社は若い層の単身者が多いため、食で健康を支える企画として、料理研究家の方
をセミナーに招いて、コンビニ食でもバランス良く食する具体例などのレクチャーを受
けることや、健康知識を高めていくことを会社主導で実施しています。現在弊社では、
健康リテラシーの向上のため健検（健康マスター検定）の全社員取得を目指しています。

〈メンタルヘルス対策〉
　2015 年 12 月から従業員 50 名以上の事業場はストレスチェックが義務付けられてい
ますが、弊社ではそれより前からストレスチェックに取り組んでいます。また、技術部
員は、出張が多く、会社内でのコミュニケーションが取りづらい状況にありましたので、
２年前のオフィス全面リフォームの際に、社内全体が見渡せるようなオフィスレイアウ
トに変更することでコミュケーションを取りやすい環境に整備しています。

〈長時間労働の縮減〉
　施工は工場・店舗など夜間施工を希望されることが多くありますが、施工現場で残業
が発生しないように事前に営業担当と技術の責任者が顧客と綿密な打ち合わせのもと、
適正な人数・日数の協議を行っているため、現場での残業は非常に少ないです。また、
夜間の施工の場合は日中の施工と比較すると作業効率が落ちるため、その分を加味して
残業にならない計画を立てることをルール化しています。
　残業時間が 45 時間を超えないようにするための社内ルールがあります。GL（グルー
プリーダー）が月の半ばでヒアリングを実施し、45 時間を超える残業が予測される場
合は、予測の段階で回避案を考えることになっています。

 （アップコン株式会社）
 ホームページ　http://www.upcon.co.jp/
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　厚生労働省では、文部科学省と連携しながら中学・高等学校及び大学等の学生等へ労働関
係法令に関する周知・啓発として、以下の取組を実施している。

（１）都道府県労働局等における中学校、高等学校及び大学等への講師派遣
　中学校、高等学校及び大学等（以下「高等学校等」という。）からの要請に応じ、労働関
係法令等の授業の講師として都道府県労働局や労働基準監督署の職員を派遣している。
　令和元（2019）年度は 514 の高等学校等において、約７万 2800 人に対して労働関係法
令に関する講義を実施した。

（２）大学・高等学校等における労働条件に関するセミナーの開催
　大学生や高校生などの若者を対象に、働く際に知っておきたい過重労働による健康障害防
止を含めた労働関係法令などに関する基本的な知識を分かりやすく解説するセミナーや講師
派遣を、令和元（2019）年度は、全国の高等学校で 121 回、大学等で 62 回行った。

（３）若者雇用促進法第 26条に基づく中学校、高等学校等への講師派遣
　社会的自立に不可欠な知識として、労働関係法令などの基礎的な知識を学校段階から周知
啓発するため、平成 27（2015）年に青少年の雇用の促進等に関する法律（若者雇用促進法）
（平成 27 年９月 18 日法律第 72 号）が成立した。この法律により、学生・生徒に対する
労働関係法令に関する知識の付与が国の努力義務とされ、令和元（2019）年度においては、
都道府県労働局やハローワークの職員により高等学校等で 269 回の講義を行った。

（４）過労死等防止対策等労働条件に関する啓発事業
　高等学校等の学生・生徒等に対して、過労死等の労働問題や労働条件の改善等について理
解が深まるよう啓発するため、労働問題に関する有識者及び過労死された方の遺族を講師と
して学校に派遣する事業を平成 28（2016）年度から、国の事業として開始し、４年目とな
る令和元（2019）年度においては、全国で 175 回の講義を行い、19,298 人が参加した。

（５）�自治体等が労働法に関するセミナーを開催する際に使用できる指導者用
資料の作成・配布

　自治体等の中には、労働者に対して労働関係法令等に関する知識の付与を目的としたセミ
ナーを開催しているところもある。こうした取組を国として広げていくために、自治体等の
担当者が、主に若者を対象とした労働関係法令に関するセミナー等を開催する際に使用する
ことができる指導者用資料を作成し、全国の自治体等に配布した。
　また、平成 28（2016）年度に作成した高校教員等向け、平成 29（2017）年度に作成し
た大学教職員等向けの指導者用資料について、令和元（2019）年度に働き方改革関連法の
施行に伴う改定を行うとともに、実際の授業等での活用を推進するため、当該資料を活用し
た労働法の授業や研修の実際の進め方に関する指導者向けのセミナーを全国で開催するな
ど、労働関係法令に関する知識のさらなる周知・啓発に取り組んでいる。

3.2 大学・高等学校等の学生等への労働関係法令等に関する啓発の実施
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（６）�高校生や大学生をはじめとする就職予定の方等を対象とした労働関係法
令に関する e- ラーニング教材等の公開や周知

　主に高校生及び大学生等が労働関係法令の基礎知識をわかりやすく学ぶことができるよ
う、平成 28（2016）年度からパソコンやスマートフォンで閲覧可能な e- ラーニングシス
テム教材（e- ラーニングでチェック！今日から使える労働法～Let’s study labor law～）を
無料で公開し、登録者数は 6,548 人（令和２（2020）年３月 31 日時点）となっている。
　また、厚生労働省委託事業として、労働基準関係法令の紹介、労働条件に関するＱ＆Ａ及
び事案に応じた相談先の紹介を行うポータルサイト「確かめよう労働条件」を運営している。
平成 30（2018）年には、同サイト内において高校生・大学生等や就職後間もない若者が労
働関係法令を手軽にかつ興味をもって学べるよう、学習用クイズアプリ「労働条件（RJ）
パトロール！」をリリースした。引き続き、積極的な周知及び内容の一層の充実に取り組ん
でいく。

１　過労死等の防止のためには、若い頃から労働条件をはじめ、労働関係法令に関する
理解を深めることも重要であることから、生徒・学生等に対して、労働問題や労働条件
の改善等について理解を深めてもらえるよう、労働問題に関する有識者及び過労死のご
遺族を講師として学校に派遣し、啓発授業を実施する事業を平成 28（2016）年度から
実施しています。

過労死の遺族や労働問題の専門家を講師として学校へ派遣
～４年目の令和元年度は175回で19,298 人の生徒たちが受講～コラム６

（実例）
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　授業としては、過労死のご遺族の方から、ご自身の体験や、社会に出る前に労働に関す
る知識を身につける大切さをご講話いただいた上で、労働問題に関する有識者である弁
護士から、労働条件や長時間労働に関する法規制等の説明を行っていただくことを基本と
していますが、授業の実施時期や授業時間も含め、内容は、学校側のご要望にあわせて
調整を行った上で、過労死等防止についての理解が深まるものとなるようにしています。

２　４年目となる令和元（2019）年度は全国で 175 回（内訳は中学校４、高校 70、専
門学校 15、短大３、大学 83）で、合計 19,298 人が受講しました。

３　夫を過労死で亡くした兵庫県の過労死遺族の方の講師体験記を、以下にご紹介します。

息子が父親の年齢になるまでに過労死をなくしたい
──過労死防止啓発授業の講師を体験して──

� 兵庫過労死を考える家族の会　会員

　私は、平成 28 年度から行われている過労死防止啓発授業に初年度から講師として参
加しています。令和元年度は、公立高校２校と私立高校１校を担当しました。
　まだ働いた経験のない高校生にとっては、過労死は遠い世界で起きている出来事だと
思うので、労働問題が決して他人事ではないと意識してもらえるように、亡くなった夫
の仕事内容、長時間に及ぶ時間外労働、職場における人間関係、突然死で亡くなった時
の状況、労災申請や民事訴訟、遺族の生活について、なるべく具体的な話をしています。
　今回は具体的な話をする前に、新聞を読んでいて印象に残った言葉「社会のどんな出来事
も、必ずあなたと繋がっています。何事も、ちょっとわが事として考えてみるだけで、自分
を取り巻く情報の景色が、きっと変わって見えるでしょう」を紹介して、「今から話す過労死も、
社会で起きている出来事のひとつです。私には皆さんと同じ高校生の息子がいますので、も
し皆さんの家庭で起こったらと想像しながら聞いてください。」とお願いしました。すると、
下を向いていた生徒たちが顔を上げる、表情が急に真剣になる、といった変化がありました。
　生徒たちからは、「当事者の生の声を聞いて、過労死は身近で起きていると実感した」、
「自分の身を守るために、労働問題に関する教育が大事だと感じた」、「労働者自身が法
律を知ることが大切で、知らないことの怖さに気づいた」と沢山の感想が寄せられました。
　啓発授業の講師をお引き受けすることは、率直に言って辛いです。なぜなら、夫と出
会ってから今に至るまでの全てが蘇るからです。それでも啓発授業に取り組む理由はい
くつかあります。そのひとつは息子の存在です。
　私が「過労死」という言葉を知ったのは、30 年ほど前の高校時代でした。その 15 年
ほど後に夫を喪い、また 15 年ほど経って、当時０歳だった息子も高校生になりました。
更に 15 年ほど経てば、１人で必死に育てた大事な息子は、父親が亡くなった年齢を超
えています。その頃までには過労死という社会問題がなくなっていて欲しい、そのため
に私にできること、そのひとつが息子と同年代の若者に過労死について知ってもらえる
啓発授業に参加することだと思っています。人前で話すのは得意ではありませんが、今
後も講師のお話があれば、試行錯誤しながら前向きに取り組むつもりです。

� （岩城　穣・過労死等防止対策推進全国センター事務局長）
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　「日本再興戦略」改訂 2014（平成 26 年６月 24 日閣議決定）において、「働き過ぎ防止
のための取組強化」が盛り込まれ、また、同じ平成 26（2014）年には過労死等防止対策推
進法が成立し長時間労働削減に向けた取組の強化を図るとともに、長時間にわたる時間外労
働が恒常的に行われ、過重労働による健康障害の発生が懸念される事業場に対する重点的な
指導等の取組を進めている。
　長時間労働が行われている事業場や過労死等を発生させた事業場に対する監督指導を行う
とともに、「過労死等防止啓発月間」である令和元（2019）年 11 月に過重労働解消キャン
ペーンとして、以下の取組を実施した。

①�　労使の主体的な取組の促進を図るため、使用者団体や労働組合に対し、長時間労働削
減に向けた取組の周知・啓発などの実施に関する協力要請

　�　過重労働解消キャンペーンの実施に先立ち、使用者団体や労働組合に対し、長時間労
働削減に向けた取組に関する周知・啓発などの実施について、協力要請を行い、労使の
主体的な取組を促した。

②　労働局長によるベストプラクティス企業への職場訪問の実施
　�　全国の都道府県労働局長が長時間労働削減に向けた積極的な取組を行っている各地域

の企業を訪問し、取組事例を報道等により地域に紹介した。
③　過労死等を発生させた事業場等に対する重点監督（再掲）
　�　全国の 8,904 事業場に対して重点監督を実施し、40.5％に当たる 3,602 事業場に対

して、違法な長時間労働について、是正・改善に向けた指導を行った。
④　全国一斉の無料電話相談「過重労働解消相談ダイヤル」の設置
　�　フリーダイヤルによる全国一斉の「過重労働解消相談ダイヤル」を実施し、都道府県

労働局の担当官が、相談に対する指導・助言を行った。
　�　「過重労働解消相談ダイヤル」には、合計で 269 件の相談が寄せられ、相談内容とし

ては、長時間労働・過重労働に関するものが 90 件（33.4％）と最も多かった。
⑤�　事業主、労務担当者等を対象に、自主的な過重労働防止対策を推進することを目的と

したセミナーの実施
　�　企業における自主的な過重労働防止対策を推進することを目的として、11 月を中心

に全国で計 99 回、「過重労働解消のためのセミナー」を実施した。

　長時間働くことにより労働者が健康を損なうことがないよう、疲労の蓄積をもたらす過重
労働を是正するとともに、事業者が労働者の健康管理に係る措置を適切に実施することが重
要である。このため、国は、都道府県労働局や労働基準監督署が行っている監督指導や個別
指導、集団指導において、過重労働による健康障害防止の重要性を啓発し、「過重労働によ
る健康障害防止のための総合対策」（平成 18 年３月 17 日付け基発 0317008 号・令和２年
４月１日改正）に基づき、事業者等に対して「過重労働による健康障害を防止するため事業
者が講ずべき措置」の周知を図っている。
　さらに、大綱の内容を紹介するパンフレットでは、働き過ぎによる健康障害を防止するた
めに、事業者の取組のほか、睡眠時間を確保し、生活習慣病の予防などの健康づくりに取り

3.3 長時間労働の削減のための周知・啓発の実施

3.4 過重労働による健康障害の防止に関する周知・啓発の実施
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組むことも重要であることを盛り込み、これらについて周知啓発を行った。
　加えて、平成 26（2014）年 11 月に、厚生労働省 Web サイトに開設した労働条件ポー
タルサイト「確かめよう　労働条件」注 6）において、引き続き労働基準法等関係法令の概要
などについての基礎知識や労働条件に関する相談窓口などの情報を掲載することにより、労
働者、事業主等に対して広く過重労働による健康障害防止のための情報発信を行っている。
　また、令和元（2019）年９月の全国労働衛生週間準備月間及び 10 月１日～７日の本週
間において、過重労働による健康障害防止のための総合対策の推進を重点事項として掲げ、
国民、事業者等に対する意識啓発を行った。

　「勤務間インターバル制度」は、労働者の終業時刻から、次の始業時刻の間に一定時間の
休息を設定する制度であり、労働者の生活時間や睡眠時間を確保し、健康な生活を送るため
に重要である。
　「ニッポン一億総活躍プラン」（平成 28 年６月２日閣議決定）では、「長時間労働是正や
勤務間インターバルの自発的導入を促進するため、専門的な知識やノウハウを活用した助言・
指導、こうした制度を積極的に導入しようとする企業に対する新たな支援策を展開する。」
こととされ、さらに、「働き方改革実行計画」（平成 29 年３月 28 日働き方改革実現会議決定）
では、「労働時間等の設定の改善に関する特別措置法を改正し、事業者は、前日の終業時刻
と翌日の始業時刻の間に一定時間の休息の確保に努めなければならない旨の努力義務を課
し、制度の普及促進に向けて、政府は労使関係者を含む有識者検討会を立ち上げる。また、
政府は、同制度を導入する中小企業への助成金の活用や好事例の周知を通じて、取り組みを
推進する。」とされた。
　また、働き方改革関連法により改正された労働時間等設定改善法により、平成 31（2019）
年４月１日から、事業主は、勤務間インターバル制度の導入に努めることとされた。
　さらに、平成 30（2018）年７月に閣議決定された「過労死等の防止のための対策に関す
る大綱」において、過労死を防止する１つの手段として、勤務間インターバル制度の普及に
向けて、数値目標が次のとおり設定されている。
　労働者数 30 人以上の企業のうち、
　①　勤務間インターバル制度を知らなかった企業割合を 20％未満とする（2020 年まで）。
　②�　勤務間インターバル制度（終業時刻から次の始業時刻までの間に一定時間以上の休息

時間を設けることについて就業規則又は労使協定等で定めているものに限る。）を導入
している企業割合を 10％以上とする（2020 年まで）。

　厚生労働省においては、平成 29（2017）年５月から「勤務間インターバル制度普及促進
のための有識者検討会」を開催し、国内における勤務間インターバル制度の導入状況などの
実態や課題の把握、諸外国における勤務間インターバル制度と運用状況の把握及び制度導入
促進を図るための方策について検討を行い、平成 30 年 12 月に報告書のとりまとめを行った。
　また、勤務間インターバル制度の導入に向けた取組を促進するため、一定以上の休息時間
を設定して勤務間インターバル制度を導入する中小企業への助成金（平成 29 年度に新設）
の活用を通じて、企業の自主的な取組を支援している。令和元（2019）年度には 10,404

3.5 勤務間インターバル制度の推進

注６）�労働条件ポータルサイト「確かめよう　労働条件」のWebサイト：https://www.check-roudou.mhlw.go.jp/
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件の企業が助成金を活用している。
　これに加え、「勤務間インターバル制度導入事例集」を用いて、各種説明会等で導入事例
の周知を行うとともに、令和元年度に作成した「勤務間インターバル導入・運用マニュアル」
を活用し、企業における勤務間インターバル制度の導入促進に努めている。

　社会福祉法人あいの土山福祉会エーデル
土山は、滋賀県甲賀市土山町にある介護施
設で、主に特別養護老人ホーム（65 床）、
デイサービス（40 名）等を運営しています。
現在の職員数は 85 名です。

　介護業界は深刻な人材不足が慢性化して
おり、人材確保において非常に難しい現状
下にあります。当法人においても、その過
酷な労働環境から 10 年以上前は離職率が 40％を超える時代もありました。これでは事
業が成り立たないと危機感を持った我々は、人材確保対策室というプロジェクトチーム
を立ち上げ、労働環境改善と人材確保において全力で対応してきました。その取組の一
環として勤務間インターバル制度を導入しました。24 時間 365 日稼働している老人
ホームでは、早出、遅出、夜勤といったシフトから入居者の急な体調不良等による緊急
出勤が日常的にあり、遅出の翌日が早出の場合や、夜中の緊急出勤から帰宅し、数時間
後に日勤帯で普通に出勤しなければならない現実がありました。職員の疲労は色濃く対
策を探りました。そこで目をつけたのが海外で普及していた勤務間インターバル制度で

【企業の取組】勤務間インターバル制度の導入事例①コラム７
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す。具体的には、①職員全員を制度の対象とする、②インターバルは 12 時間以上とする、
③就業規則に明記し制度として定着させることとしました。これらを円滑に達成するに
は以下のポイントが挙げられます。

Ａ：トップが勤務間インターバル制度、働き方改革の必要性を理解し決断すること
　人材不足は少子化の影響もあり、今後、介護業界に限らず多くの業界、職種で深刻化
していく可能性があり、経営陣は今、働いているスタッフを大切にしていくことが強く
求められています。勤務間インターバル制度はWLB�（ワーク・ライフ・バランス）を進
めるうえでも、労働時間を適正に保つためにも、そして過労を防止するうえにおいても
極めて有効な制度であり、時代にマッチしていると言えます。制度を導入し、実践して
いくためにトップがまず制度の必要性を理解し決断することが重要です。当法人でも経
営陣が欧州の制度などを学習しその必要性を痛切に感じました。

Ｂ：人員体制、規則の整備
　勤務間インターバル制度の導入において、余剰人員の確保をしておかないと、残りの
職員に負担が過度にかかることになります。人件費が捻出できない場合は、まず無駄な
業務を省き、負担を軽減させることで、労働生産性を上げることに注力すべきと考えま
す。また、就業規則に勤務間インターバル制度だけを盛り込むのではなく、実現可能と
なるよう時間単位の有給休暇、特別休暇の付与等を併せて制度化しておくことが求めら
れます。実際に当法人では、緊急出勤した翌日は特別休暇を付与し職員が確実にインター
バルを取得できる体制をとっています。

Ｃ：ルールを徹底、形骸化させない仕組み
　せっかく制度化しても実際にルールを実用しなければ何の意味もありません。当法人
では、制度活用を促すため全職員を対象に個人面談で方向性を説明し、理解を求めると
ともに、当該制度は職員の健康を守るため、永続的に事業継続していくために必要であ
ることを一人ひとりに対し懇切丁寧に説明しています。
　これらの取組を職員一眼となって取り組むことにより、一時 40％を超えていた離職
率が６％台（R元年度）にまで低下しました。また、健康経営や働き方改革を進める先
駆的な事業所として外部からも高い評価を得ており、この業界では非常に珍しく入職待
機者が多数出るなど、労働環境改善だけに留まらず、人材獲得においても非常に大きな
成果を上げています。
　勤務間インターバル制度を導入することで離職率が大幅に下がり、人材確保の面から
も一定の成果が出ました。これらの取組について、過酷であると言われる介護業界に対
し、積極的に広くノウハウを提供していきたいと考えます。介護職が働きやすく仕事も
プライベートも充実していけば、介護という職を選んで良かったと実感でき、広く社会
の安心に繋がると思います。微力ではありますが、世の為人の為、尽力していきたいと
考えます。

� （社会福祉法人あいの土山福祉会　エーデル土山）
� ホームページ　https://www.edeltutiyama.net/
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　株式会社東邦銀行は、福島県福島市に本店を置く銀行です。1941 年 11 月４日に設立
し、2020 年３月 31 日現在の従業員数は 2,079 名（男性／1,310 名・女性／769 名）です。

１．勤務間インターバル制度を導入したきっかけとその効果
　当行では「人を大事にする経営」を基本理念とし、多様性のある人材戦略の一環とし
て、従業員の育成・活躍促進・健康増進・福利厚生の充実に先進的に取り組んできました。
　勤務間インターバル制度については、『働き方大改革』として多様で柔軟な働き方の
仕組みを構築していく中で、2016 年８月にフレックスタイム制と併せて導入しました。
　インターバル時間は 11 時間で、対象者は全社員としています。
　当行の勤務間インターバル制度は、フレックスタイム制を補足するものとして位置づ
けていますので、勤務時間の調整に関しては、まずはフレックスタイム制の働き方が尊
重され、インターバル間隔については従業員の自主性に委ねている状況です。
　フレックスタイム制を活用し自由に勤務時間が決められるからといって長時間労働に
なってしまっては意味がなく、長時間労働を抑制するためにも勤務間インターバル制度
を導入することで、長時間労働にならないような風土、企業文化を組織全体に植えつけ
ながら、健康管理への意識を高めてもらおうという狙いから同時に導入しました。
　導入の効果の一つの指標として時間外・休日勤務時間数を比較してみると、2014 年
度上期と 2019 年度下期では 50.2 ポイントの減少とほぼ半減している状況です。
　総勤務時間が減ったことで、余った時間を自己啓発や勉強に活用する従業員も増えて
います。
　そうした流れを銀行側もサポートするため、銀行業務に必要な専門知識の習得や自己
啓発につながるよう、ｅラーニングシステムの拡充などを進めています。
　また、当行では『働き方大改革』を推進すると同時に、以前から「業務改革」への取
組も続けており、従業員の作業負担を減らす努力を続けてきました。
　事務の効率化に加え、働き方をより柔軟にしたことで、結果的に労働時間の余力が生
まれています。
　『働き方大改革』と「業務改革」を両輪で進められているからこそ、従業員に負担を
強いることなく、組織として上手く機能しているのだと考えています。

２．今後に向けて
　当行では、ワーク・ライフ・バランスや効率的な働き方の実現など、従業員がさらに
満足して働くことが出来る環境を目指すべく、〝タイムマネジメント〟の高度化を継続
的に啓蒙しています。
　その一環として、2019 年４月には「タイムマネジメントの手引き」を作成し、タイ
ムマネジメントに対する重要性を各自があらためて認識し、生産性の向上と組織の活性
化に繋げるためのツールとして活用されています。
　また、2019 年 11 月には、在宅勤務やモバイルワークを可能にするテレワークの仕組
みを全部店に導入しており、今般の新型コロナウイルス感染拡大防止の取組の中でも、
新たな働き方の仕組みとして、とても有益なものとなっています。

【企業の取組】勤務間インターバル制度の導入事例②コラム８
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　勤務間インターバル制度やフレックスタイム制もすでに大きく寄与していますが、従
業員の多様性や事情を尊重しながら、長く安心して働き続けられる環境の整備、「人を
大事にする経営」の理念に基づいた取組をよりいっそう推進していく考えです。

� （株式会社東邦銀行）
� ホームページ　http://www.tohobank.co.jp/
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（１）業界団体や企業への働きかけ
　長時間労働の削減が喫緊の課題とされる中、企業における自主的な働き方の見直しが重要
となっている。長時間労働の削減のため労働基準法に定められた最低労働条件の遵守にとど
まらず、各企業の実情に応じた働き方そのものの不断の見直しが必要であり、そのためには
企業トップによる強いリーダーシップが不可欠である。そこで、業界及び地域のリーディン
グカンパニーを訪問し、各企業のトップと意見交換を行うことで、直接「働き方」の見直し
に向けた働きかけを、令和元（2019）年度は 1,284 社に対して実施した。また、前年に引
き続き、令和元年６月には働き方を含めた生活スタイルの変革を図ることを目的として、「夏
の生活スタイル変革（ゆう活）」の取組についても同様に働きかけを行った。

（２）ポータルサイトの運営による情報発信
　企業の働き方・休み方改革の自主的な取組を促すため、平成 27（2015）年１月 30 日に
開設した「働き方・休み方改善ポータルサイト」注 7）において、働き方・休み方改革に先進
的な取組を行っている企業の取組事例や、企業が働き方・休み方の現状と課題を自己診断で
きる「働き方・休み方改善指標」を活用した自己診断機能、働き方・休み方改革に取り組む
地方自治体の取組事例等について紹介している。

（３）働き方・休み方改革シンポジウムの開催
　働き方・休み方改革に向けた機運の醸成を図ることを目的として、令和元（2019）年 10
月から 12 月の間に、全国８都市（札幌、仙台、東京、名古屋、大阪、広島、高松、福岡）
で「働き方・休み方改革シンポジウム」を開催し、働き方・休み方改革に関する学識者によ
る講演や、企業等による働き方・休み方改革の取組事例の発表、パネルディスカッションが
行われた。

3.6 働き方の見直しに向けた企業への働きかけの実施及び年次有給休暇の取得促進

（サイトトップページ） （自己診断結果例）

注７）�「働き方・休み方改善ポータルサイト」のWebサイト：https://work-holiday.mhlw.go.jp/
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（４）時季を捉えた年次有給休暇の取得促進
　翌年度の年次有給休暇の取得計画の策定時期である 10 月の「年次有給休暇取得促進期間」
に加え、年次有給休暇を取得しやすい時季（夏季、年末年始及びゴールデンウィーク）に集
中的な広報を行った。
　令和元（2019）年度は、次のとおり広報を実施した。

　　・　都道府県、労使団体（222 団体）に対する周知依頼
　　・　専用 Web サイトの開設
　　・　インターネット広告・ポスターの駅貼り広報（946 か所）
　　・　厚労省人事労務マガジン、月刊誌「厚生労働」による広報　　　など

（５）地域の特性を活かした休暇取得促進のための環境整備
　地方都市において、関係労使、地方自治体等の協働による協議会を設置し、地域のお祭り
等に合わせた計画的な年次有給休暇の取得について、企業・住民等に働きかけを行っている。
　令和元（2019）年度は、北海道旭川市、青森県弘前市、埼玉県熊谷市及び新潟県新潟市
において、お祭り等に合わせて、ポスター、リーフレットや地元ラジオ番組などによる周知、
シンポジウムの開催、労務管理の専門家による地域の事業場訪問など、休暇取得に向けた働
きかけを実施した。

（啓発ポスター）
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　ボッシュ株式会社は世界のトップクラスの自動車機器サプライヤーとして国内はもと
より、グローバルな市場への対応をサポートしています。東京都渋谷区に本社を置き、
5,000 人以上の従業員が在籍しています。

〈経営理念としての労働環境の整備〉
　ボッシュは、人こそが企業の財産であり、従業員が健康で、安心して長く働けること
が重要だと考えています。従業員が地域活動や家庭生活を充実させ、心身をリフレッシュ
して、仕事で力を発揮できるようにするために、会社としてワークライフバランスをサ
ポートする制度を整える取り組みを重要な経営課題のひとつと位置づけています。

〈年次有給休暇の取得目標の設定〉
　労使で「休み上手は仕事上手」というスローガンを掲げ、長い期間をかけて徐々に目
標を上げてきました。（2019 年度実績：組合員平均で 19.1 日、取得率は 97.5%）

　目標達成のために年次有給休暇を取得した結果、職場に過度な負担が生じないよう、
現実的な目標を定めて、段階的に目標を上げていくことが重要だと考えます。上司や労
働組合から、休暇を取得する必要性について繰り返し説明を行い、少しずつ年次有給休
暇を取得することが当たり前という職場風土を醸成していきました。なお、新規入社社
員や、病気等で長期の休職から復職し年次有給休暇の保有日数が少ない従業員について
は、取得のためのハードルを下げています。

〈年次有給休暇取得の進捗管理〉
　各従業員の年次有給休暇の取得状況については、職場ごとに労働組合の代表と管理職
が集まり、毎月開催される「職場労使協議会」で進捗を確認しています。
　⃝チェックポイント　９月時点：50％未満、12 月時点：75％未満
　進捗が芳しくない従業員に対しては、残りの期間での取得計画を労使で確認し、必要
に応じて業務配分等を調整し、対象の従業員が休暇を取得できるように環境を整えてい
ます。

年度 取得日数 取得率

1984 最低取得 6日 ―

1990 最低取得 8日、目標 12 日 ―

1991 最低取得 10 日、目標 14 日 ―

1992 最低取得 12 日 新規付与日数の 80%

1993 最低取得 13 日 新規付与日数の 85%

1995 最低取得 14 日 新規付与日数の 90%

1997 最低取得 15 日 新規付与日数の 90%

2010 最低取得 15 日 新規付与日数の 100%

2012 ― 新規付与日数の 100%

【企業の取組】
年次有給休暇の取得促進に向けた取組事例① コラム９
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　ポリプラスチックスは、ポリアセタールというエンジニアリングプラスチック（エン
プラ）を日本で初めて製造したメーカーです。その後、アジア・太平洋地域におけるエ
ンプラのリーディングカンパニーとして成長し、現在ではアメリカやヨーロッパに至る
まで、グローバルなサービスネットワークを構築し、さまざまな先進素材を供給してい
ます。社員数は単体で約 900 名、グループ全体で約 2,100 名です。当社では個人の人間
性を尊重し、相互にその能力を高めあい、集合体として大きな力を発揮するよう、人事
制度・マネジメント改革・ワークライフバランス推進に取り組むなど、経営基盤である

【企業の取組】年次有給休暇の取得促進に向けた取組事例②コラム10

〈年次有給休暇取得を促進する補完的な有給休暇〉
　従業員が安心して計画的に年次有給休暇を取得するためには、従業員自身の病気や家
族の病気・介護のために年次有給休暇を残しておきたいという心理的な壁を取り除く必
要があると考えます。そのために、ボッシュでは年次有給休暇や慶弔休暇（有給）に加
えて、次のような補完的な有給休暇制度を整備してきました。

（ボッシュ株式会社）
� ホームページ　https：//corporate.bosch.co.jp/

休暇名称 導入時期 内容

多目的休暇
（失効年休積立） 1991 年

● 従業員本人もしくは家族の傷病、ボランティア活動への参加、土日祝
日の会社所定出勤日に育児をする場合、妊婦健診、などの理由で取得
可能
● 失効年休の他に、年間６日を追加付与、最大 70 日まで累積が可能
● 上記 70 日のうち、従業員本人の私傷病の場合、一定条件により 40
日を限度に有給扱いが可能

リフレッシュ休暇 1995 年

● 年１回年次有給休暇を５労働日連続で取得可能（２日＋３日の分割取
得も可）
● 勤続年数が 10 年、20 年、30 年、35 年の従業員には有給特別休暇３
日を加え、８労働日連続で取得可能（２年間有効、５日＋３日、また
は６日＋２日の分割取得も可）

子の看護休暇 2005 年
● 小学校６年生以下の子供を持つ従業員
● 対象となる子が１人：５日、２人以上：10 日
　（有給、全日、半日、時間単位での取得可能）

介護休暇 2010 年
● 介護対象家族が１人：６日、２人：10 日
　（全日、半日、時間単位取得可能）
● ６日まで（有給）、６日超（無給）

妊婦健診休暇 2011 年 ● １ヶ月につき１日（80％賃金保障）
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「人財」の育成に注力しています。この考え方は企業理念にも反映されており、「ポリ
プラファミリー」と呼ぶ当社の大切な価値観として位置付けられています。
　2016 年４月に女性活躍推進法に基づく行動計画において、年次有給休暇取得率の目
標を 80%以上と定め、有給休暇取得推進の取組みをスタートしました。従業員に計画
的に有給休暇を取得してもらうために、全社員向けに毎月発行される「広報ニュースメー
ル」を情報発信媒体として活用したり、定期的に全社掲示板に部門別の有給休暇取得率
を掲示したりしています。また、お盆や年末年始などの季節に応じて、厚生労働省の「仕
事休もっ化計画」ポスターと当社の社休日・年休促進日を併記して全社掲示するなど、
長期休暇を促進する取り組みも行っています。

　2018 年に実施した施策では、人事部だけではなく広報チームと協力し、従業員に「有
給休暇を取ってどんなことをしたか」を尋ねるアンケートを実施しました。そこで得ら
れた回答を基に、実際に広報チームのメンバーが「平日に有給休暇を取ってしたいこと」
を体験し、その体験をニュースメールに掲載しました。写真を掲載したりアプリ画面の
ような構成にしたりすることで読みやすい記事を作成し、多くの従業員に興味を持って
もらえるような内容にしました。また、アンケートの集計結果も掲載し、体験したもの
以外の有給休暇の使い方も周知しました。

〈全社掲示板 ( 抜粋 )〉
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　上記のような取り組みを継続的に実施した結果、計画当初は 75％だった全社の有給
休暇取得率が今では安定的に 80％を超えるようになりました。

75% 79% 81% 85% 82%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年

年次有給休暇取得率

　2019 年４月から、全ての企業において、法定の有給休暇の付与日数が 10 日以上の全
ての労働者に対して、有給休暇のうち年５日については、使用者が時季を指定して取得
させることが義務付けられました。これを受けて、2020 年からは、有給休暇の取得日
数が５日未満の従業員とその上司に対し、有給休暇取得期限の４ヵ月前から毎月、取得
日数実績と取得期限をメールで知らせています。入社時期によって必要な日数や期限が
異なる従業員もいますが、人事部で個別に確認し、漏れがないように対応しています。

　有給休暇取得推進以外にも、“一人一人が幸せを感じながら働ける” ことを「ポリプ
ラ流働き方」として制定し、多様な働き方ができる会社を目指しています。

� （ポリプラスチックス株式会社）
� ホームページ　https://www.polyplastics.com

〈広報ニュースメール（抜粋）〉
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　仕事や職業生活に関することで、強い不安、悩み、ストレスを感じている事柄がある労働
者の割合は 58.0％（平成 30（2018）年労働安全衛生調査（実態調査））となっており、また、
精神障害による労災支給決定（認定）件数は、令和元（2019）年度は 509 件（平成 30 年
度は 465 件）、うち自殺件数（未遂を含む。）は 88 件となっている。
　一方、メンタルヘルス対策に取り組んでいる事業所の割合は 59.2％（平成 29（2017）
年調査は 58.4％）といまだ５割台にとどまっている（平成 30 年労働安全衛生調査（実態調査））。
　「第 13 次労働災害防止計画」及び大綱においては、2022 年度までに「メンタルヘルス対
策に取り組んでいる事業場の割合を 80％以上とする」、「仕事上の不安、悩み又はストレス
について、職場に事業場外資源を含めた相談先がある労働者の割合を 90％以上とする」、「ス
トレスチェック結果を集団分析注 8）し、その結果を活用した事業場の割合を 60％以上とする」
を目標としており、職場におけるメンタルヘルス対策の取組の充実、強化を図っている。
　ストレスチェックについては、その実施が努力義務となっている労働者数 50 人未満の小
規模事業場においても取組が進むよう、一定の要件を満たした場合にその費用を助成してい
る。また、IT を利用してオンラインでストレスチェックを実施する場合に活用していただ
けるよう、「ストレスチェック実施プログラム」を作成し、厚生労働省の Web サイト注 9）で

3.7 メンタルヘルス対策に関する周知・啓発の実施

注８）�集団分析とは、ストレスチェックの結果を職場や部署単位で集計・分析し、職場ごとのストレスの状況を把握すること。
集団分析の結果を、業務内容や労働時間など他の情報と併せて評価し、職場環境改善に取り組むことが事業者の努力義
務となっている。

注９）�「ストレスチェック実施プログラム」（厚生労働省）のWebサイト：https://stresscheck.mhlw.go.jp/

第 7-1 図 ストレスチェックと面接指導の実施に係る流れ

ストレスチェックと面接指導の実施に係る流れ

医師による面接指導の実施

実施者（医師、保健師等※）によるストレスチェックを実施

労働者から事業者へ面接指導の申出

相談機関、専門医への紹介

事業者から医師へ面接指導実施の依頼

医師から意見聴取

衛生委員会で調査審議

ストレスチェックの結果を労働者に直接通知
※この他、相談窓口等についても情報提供

ストレスチェックの結果を
職場ごとに集団的分析（実施者）面接指導の申出の勧奨

＜面接指導の対象者＞

ストレスチェックと面接指導の実施状況の点検・確認と改善事項の検討

※一定の研修を受けた歯科医師、看護師、精神保健福祉士、
公認心理師が含まれる。

※労働者の実情を考慮し、就業場所の変更、作業の転換、
労働時間の短縮、深夜業の回数の減少等の措置を行う
※不利益取扱いの禁止

労働者に説明・情報提供

必要に応じて

全体の
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※申出を理由とする不利益取扱いの禁止

必要に応じ就業上の措置の実施

集団的分析結果を
事業者に提供

職場環境の改善のために活用

（実施者）
ストレスチェック結果を踏まえた

セルフケア保健師等による健康相談
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無料配布しているほか、企業向けの相談対応としては、（独）労働者健康安全機構による「ス
トレスチェック制度サポートダイヤル」注 10）を開設している。
　さらに、職場のメンタルヘルスに関する様々な情報を提供し、職場のメンタルヘルス対策
を促進するため、働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」注 11）を運営して
おり、事業者、産業医等の産業保健スタッフ、労働者やその家族等に対して、ストレスチェッ
ク制度に関する資料のほか、メンタルヘルス対策に関する基礎知識、事業場の取組事例等、
職場のメンタルヘルスに関する様々な情報提供を行っている。また、「こころの耳」におい
ては、労働者を対象としたメール・電話相談窓口を設置している。

注 10）�「ストレスチェック制度サポートダイヤル」（全国統一ナビダイヤル）：0570-031050　平日 10:00～17:00（土曜、日曜、
祝日、12 月 29 日～１月３日は除く）

注 11）�働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」のWebサイト：https://kokoro.mhlw.go.jp/

　西日本高速道路サービス四国株式会社は、西日本高速道路（NEXCO�西日本）グルー
プの一員として、四国の高速道路における料金収受業務と交通管理業務を行っています。
高速道路というインフラを 24 時間 365 日休まず支え続ける業務であることから、勤務
形態は１ヵ月単位の変則的な交代制勤務をとっており、料金収受業務は昼夜勤（24 時
間勤務）、日勤、夜勤の組合せ、交通管理業務は日勤と夜勤の２交代制となっています。
それぞれの職場では、毎日少人数で業務を行っており、職場内でのチームワークとコミュ
ニケーションが非常に重要となります。また、料金収受部門は、第２第３の職場として
就く方が多くを占め、多様なキャリアを持つ人材の集まりとなっていることから、人間
関係を良好に保つことも必要です。
　このようなことから、メンタルヘルス不調の未然防止に向けたメンタルヘルス対策（一
次予防）及び職場環境改善などについて積極的に取り組んでいます。

○良好な睡眠の確保
　産業医監修のもと、交代制勤務における効果的な
睡眠をとる方法のポイントを小冊子にまとめて社員
に配布しています。特に勤務形態が変わる際の「標
準的な睡眠時間」の目安を図示し、社員が実行しや
すいよう工夫しています。
○各種相談窓口等の充実
　社内のコンプライアンス通報・相談窓口に加え、
本社と四国４県の各支店にハラスメント専用の相談
窓口を設置し、女性担当者を配置しています。この
窓口には、仕事や人間関係に関する相談も寄せられ
ており、女性社員にとっては身近な相談先となって
います。他にも社外弁護士のコンプライアンス通報・相談窓口や社外相談室（カウンセ
リングルーム）とも契約しており、社員のあらゆる悩みや相談にも早急に対応できるよ
う窓口を充実させています。

【企業の取組】メンタルヘルス対策の取組事例①コラム11

勤務パターンごとに最適な睡眠時間を図示
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○社長とのダイレクトミーティング
　会社に対する意見や要望、業務上の改善点な
ど、現場の社員の声を社長が直接聞く機会を設
けています。年１回各職場から代表者が集まり、
事前に集約した意見・要望等について回答を記
載した資料を使い、社長と直接意見交換を行い
ます。昨年度、現場からの意見・要望等は 244
件ありましたが、内訳としては施設改善が 76
件、業務改善が 54 件、人事給与が 52 件、福
利厚生が 15 件などでした。これら社員からの意見・要望等に対しては、必ず対応策や
方針等を書面で回答することにより、他の社員への周知も図っています。
○業務なんでも相談箱の設置
　業務上での疑問点や問題点等について、上司に相談したいが「恥ずかしい」、「基本的
なことなので聞きにくい」などの時、各職場に設置した「業務なんでも相談箱」に投函
してもらう仕組みです。この箱の管理は上位機関である支店などが行い、投函のあった
内容については、一般論でわかりやすく回答し、相談しやすい職場環境の整備とともに
お客さまサービスの向上へと繋げています。
○業務改善提案発表会
　年１回開催する業務改善提案発表会において、これまでのプレゼンテーションに加え、
ポスターセッション部門を追加しました。プレゼンテーションやパワーポイント資料の
作成が苦手な社員も含め、より多くの社員が参加できるようになりました。
○簡単業務改善提案制度
　日常業務における「小さな創意工夫」や「簡単な
改善」など、社員が提案できる制度を構築しました。
「まずはやってみる」の精神で、原則として提案で
はなく、すでに改善を実施したものをあらかじめ定
めた提案様式にまとめるだけで提案ができるように
しました。（社員からの提案数：平成 30 年度 67 件、
令和元年度 72 件）提案のあったもののうち、有用
な提案については、社内で水平展開を図り、会社全
体での業務の効率化や改善等を行っています。

　当社において、この３年間、メンタルヘルス不調
で休んだ社員はいません。法令でストレスチェック
の実施が義務付けられている事業場ではありません
が、今後ストレスチェック制度の導入を検討し、こ
れまでのメンタルヘルス対策や職場環境改善とあわ
せて社員の健康管理の向上及び魅力ある職場づくりに努めてまいります。

� （西日本高速道路サービス四国株式会社）
� ホームページ　http://www.w-s-shikoku.co.jp/

簡単業務改善提案書による提案例
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　西日本ビジネス印刷株式会社は、総合印刷業のほか、ソフト開発、コンテンツ作成な
どを行っている会社で、昭和 54 年に設立しました。令和２年６月時点での従業員は 29
人です。

「はじめに」
　笑顔が溢れ、優しい人間関係に包まれて十
分なコミュニケーションが取れて、しかも将
来への明るい展望が開ける職場で誰しも働き
たいと願うものです。
　労働環境の整備が行き届かず、自らに与え
られた仕事のみを消化する機会しか与えられ
ず、しかもお互いの心の行き来のない職場や
人間としての成長やお互いを思いやる心や行
動のない職場は、いずれ崩壊の憂き目を見る
ものです。
　また、人の気持ちの詮索に終始し、猜疑の目や嫉妬、欺瞞にまみれた職場は、誰が想
像しても嫌なものです。

「メンタルヘルス対策と労働時間の削減は、喫緊の課題」
　激しい、厳しい働き方や過重な労働時間は却って働く人の体と心を蝕み、労働意欲を
消滅させ、挙げ句には命の存続さえも危ういものとしてしまいます。
　特に、経営者は自らの企業の売上拡大や利益構造のみに腐心せず、従業員の働き方に
こそ神経を集中させ、働きやすい企業環境の構築こそが企業存続や発展の原動力になる
ことに着目すべきだと思います。
　最初に取り組むべきことは、今働いてくれている従業員の方々が心の底から働きたい、
毎日が楽しい、この企業で定年後も喜んで働きたくなるような期待や希望に溢れる環境
づくりが必要と考えます。

「計画を策定してからがスタート」
　当社では、これまでも女性活躍や子育て支援、がん就労者支援などの活動を行ってき
ましたが、メンタルヘルス対策にも真剣に取り組むため、平成 30 年に「心の健康づく
り計画」を策定しました。当社らしい計画をと考え、その思いを最初の基本方針に盛り
込みました。また、個々の取組を計画の中にまとめることで、体系的になり、職場のメ
ンタルヘルス対策がどういったものなのか、イメージがついて整理ができました。
　計画は策定すれば終わりではなく、計画を策定してからがスタートです。計画を掲示
することに加え、従業員全員に機会があるごとに周知・説明を行うとともに、外部講師
を招聘しての研修会や卓話などを行っています。また、継続的に経過を見定めながら、
改めることがあれば改め、情報の共有などを行っています。その結果、従業員のメンタ
ルヘルスに対する意識が上向いたと考えています。

【企業の取組】メンタルヘルス対策の取組事例②コラム12

代表取締役会長
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「おわりに」
　超過酷な労働や、眉間に皺寄せ、気難しい顔をすること、人の心に土足で踏み込むよ
うな言動は既に終焉を迎えようとしています。
　前近代的な労働環境や慣行は、いずれ結果が見えています。
　従業員に優しい、環境や社会に優しい企業とは何なのか、このことに普請する企業こ
そ社会から受け入れられ称賛されて、永劫の存在を求められる時代が来ています。
　笑顔溢れ、明るい声が飛び交い、明日への勇気や気力を授け合う職場こそ、生産性が
上がり企業収益向上に繋がることを学んだ筈です。
　今こそ、「心の健康づくり計画」の策定と実践に取り組まれることをお勧めいたします。

当社の「心の健康づくり計画」（Mental�Health�Plan）
基本方針（目標）
　�　産業の構造的変化や最近の IOT、AI 等の進化と普及、人間関係の複雑化は企業の経
営のみならず働く従業員の心身の状態にまでも変化を及ぼす事態です。最早、従業員
の健康、とりわけ心の健康への配慮は待ったなしの状況にもありしかも企業の BCP�
（事業の継続に関する計画）にも重要な課題として捉える必要もあります。高齢化や
少子化の問題、家族の育児や介護の問題に腐心し心の健康を害する事態を早くから察
知し、そのサポートと自らが自分のメンタルヘルスについて真剣に学び、その排除や
対策に取り組もうとするものであります。

具体的目標
　１．�全社一丸となって、「心の健康づくり」について日常的に情報の共有に努め理解

する。
　２．�笑顔に包まれたコミュニケーションが如何に大切かをそれぞれの体験を通じて学

び、職場環境の改善や働き甲斐のある、楽しい職場づくりに邁進する。管理監督
者を含む全従業員によるコミュニケーション能力開発の推進により、笑顔 · 活気
のある職場を形成する。

　３．�自らの心身の健康守るためには、まず自らが普段から意識的に関わることが重要
である事を認識し、気軽に相談出来る環境の醸成に努める。

　４．�管理監督者及び経営者は、｢心の健康づくり計画 ｣の基本方針の内容と推進体制
を維持し、従業員からの相談には積極的に適切に対応する。

　５．�管理監督者は、「心の健康づくり計画」の方針と体制を理解し、部下からの相談
には適切に対応する。

基本的実施事項
　１．基本方針（目標）の策定と全従業員への周知徹底（朝礼時、回覧、告知等）
　２．心の健康づくり推進体制の整備と活動の推進、確認
　３．従業員が相談しやすい相談窓口の開設、及び担当者の選定
　４．管理監督者を対象としたメンタルヘルス研修
　５．�全従業員対象にセルフケアマニュアルを使用したストレスのセルフチェック（毎

月第三水曜日午前中に実施）
　６．�職場環境改善（ラジオ体操の実施（毎日）、笑顔と声掛け、挨拶の励行（毎日）、
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・職場清掃【毎週二回】・全国労働衛生週間に伴う職場巡視）に努めると共に、
環境推進工場として普段から努力する

　７．全従業員を対象としたメンタルヘルス研修、人権学習（外部講師による）
　８．残業の削減に努力すると共に、ワークシェアの可能性や生産性向上へ取り組む
　９．�笑顔と思いやりのある職場づくりや、パワハラ、セクハラ、マタハラ…を根絶す

る環境づくりに取り組む
　10．事業場外資源の活用（福岡産業保健総合支援センター等）
　11．メンタルヘルス推進委員会の設置と開催
　12．�社会においても有用な人間であることを認識実感するための社会貢献活動を推

進する（CSR 活動）
　13．「心の健康づくり計画」推進で得る個人のプライバシー保護の遵守、徹底
　14．�「心の健康づくり計画」推進に伴って派生する状況による不利益、不当な取扱い、

対応の防止

� （西日本ビジネス印刷株式会社）
� ホームページ　http://www.n-global.co.jp/
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　職場のハラスメントの問題については、近年、全国の総合労働相談コーナーに寄せられる
「いじめ・嫌がらせ」の相談件数が増加するなど、社会問題として顕在化している。

（１）職場のパワーハラスメントの防止対策について
　平成 24（2012）年３月に、職場のいじめ・嫌がらせ問題に関する円卓会議（以下「円卓
会議」という。）において、「職場のパワーハラスメントの予防・解決に向けた提言」（以下「提
言」という。）が取りまとめられ、以降、提言を踏まえて、厚生労働省では、平成 24 年度
に「職場のパワーハラスメントに関する実態調査」を実施したほか、周知広報や労使の具体
的な取組の促進等を図るための企業向けセミナーの開催やマニュアルの作成等を行う「働き
やすい職場環境形成事業」を実施してきた。
　平成 28（2016）年度には、大綱において、「職場のパワーハラスメントに関する実態調
査を実施するとともに、更なる取組の促進策について検討を行う」とされていたこと等を踏
まえ、改めて実態調査を実施した。
　また、都道府県労働局における職場の「いじめ・嫌がらせ」の相談件数が増加しているな
ど、職場のパワーハラスメントが大きな問題となっている中で、「時間外労働の上限規制等
に関する労使合意」（平成 29 年３月 13 日）及び「働き方改革実行計画」（平成 29 年３月
28 日働き方改革実現会議決定）において、職場のパワーハラスメント防止を強化するため、
政府は労使関係者を交えた場で対策の検討を行うとされたことを踏まえ、平成 29（2017）
年５月より「職場のパワーハラスメント防止対策についての検討会」を開催し、平成 30
（2018）年３月 30 日に報告書が取りまとめられた。
　さらに、検討会での議論を踏まえ、同年８月より労働政策審議会雇用環境・均等分科会に
おいて議論が行われ、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律等の一部を改正する
法律案を平成 31（2019）年３月８日に第 198 回国会に提出した。同法案は、令和元（2019）
年５月 29 日に成立し、同年６月５日に公布された。
　法律においては、職場のパワーハラスメントを
　①　職場において行われる優越的な関係を背景とした言動であって
　②　業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより
　③　労働者の就業環境を害すること
の全てを満たすものとして定義し、セクシュアルハラスメントや妊娠・出産・育児休業等に
関するハラスメントと同様に、事業主に防止のための雇用管理上の措置を義務付けている。
また、事業主に相談したこと等を理由とした不利益取扱いを禁止する等、セクシュアルハラ
スメント等の防止対策も強化している。
　さらに、改正法に基づく指針等について、労働政策審議会雇用環境・均等分科会において
議論が行われ、令和２（2020）年１月 15 日にパワーハラスメントの防止のための指針等
が公布された。改正法及び指針は、同年６月１日から施行された（パワーハラスメントを防
止するための雇用管理上の措置義務については、中小事業主は令和４（2022）年３月 31
日まで努力義務）。

3.8 職場のハラスメントの予防・解決のための周知・啓発の実施
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（２）�職場におけるハラスメント防止対策についての周知啓発と労使に対する
取組支援

　前記の経緯を踏まえ、厚生労働省では、職場のパワーハラスメント及びセクシュアルハラ
スメント、妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメントの予防・解決に向けた社会的気運
を醸成するための一体的な周知・啓発を行うとともに、職場のハラスメントの予防・解決へ
の労使の取組に対する支援を行ってきている。令和元（2019）年度の主な取組は以下のと
おりである。

ア　「職場のハラスメント撲滅月間」
　令和元年度より 12 月を「職場のハラスメント撲滅月間」と定め、ハラスメント防止
に向けた社会的な気運を盛り上げる取組の一環として、職場のハラスメント対策シンポ
ジウムを開催した。パワーハラスメント防止のために管理職に求められるヒューマンス
キルに関する学識者による講演や、企業等における取組事例の紹介、パネルディスカッ
ションのほか、改正労働施策総合推進法等の改正法の内容等について説明を行った。
　また、令和元年 11 月から令和２（2020）年１月にかけて、職場のハラスメント撲
滅月間に関する Web 広告を実施するとともに、全国主要路線の駅貼り広告や車両中吊
り広告等を活用し、ハラスメント撲滅に向けた集中的な広報活動を実施した。
　さらに、12 月の「職場のハラスメント撲滅月間」に合わせてメッセージ動画を作成し、
「あかるい職場応援団」等に掲載するとともに、職場におけるハラスメント防止に関す
るキャッチフレーズを公募し、周知・啓発に活用した。

イ　ポータルサイト「あかるい職場応援団」
　平成 24（2012）年度からポータルサイト「あかるい職場応援団」注 12）を構築し、順
次、労働者、企業や人事労務担当者等にとって分かりやすく役立つものへと改修してお
り、令和元年度にはセクシュアルハラスメントや妊娠・出産・育児休業等に関するハラ
スメントも含めたハラスメント対策の総合情報サイトとしてリニューアルした。
　サイトの内容は、職場におけるハラスメント関係法令及び指針についての解説や関連
する裁判例・企業の取組の紹介、職場のハラスメントに関する社内研修用資料等となっ
ており、令和元年度は、「動画で学ぶハラスメント」のセクシュアルハラスメント及び
妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメント事例動画及び VR 動画を追加した。
　なお、令和元年度中のアクセスは、194 万件であった。

ウ　ポスター・リーフレット等
　潜在的なパワーハラスメント被害者が確実に相談機関や「あかるい職場応援団」サイ
トにおける情報にアクセスできるよう、訴求効果の高いポスター・リーフレットを作成
し、全国の行政機関等に配布して周知を行った。
　また、改正法や指針の内容に関するリーフレットやパンフレットも作成し、改正法の
施行に向け、周知・啓発を行った。

注 12）�ポータルサイト「あかるい職場応援団」のWebサイト：https://www.no-harassment.mhlw.go.jp/
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エ　ハラスメント対策取組支援セミナー
　企業の人事労務担当者等を対象として、具体的な職場におけるハラスメント対策の導
入方法を解説したセミナーを、令和元年度は全都道府県で計 59 回開催した。

オ　ハラスメント対策のための専門家等の派遣
　ハラスメント対策のための具体的な手法や個別事案への対応のアドバイス、企業内研
修を実施するために、専門家や講師を派遣する事業を平成 30（2018）年度から実施し
ており、令和元年度は 151 社に対して専門家を派遣した。

カ　ハラスメント悩み相談室
　令和元年度より、職場におけるハラスメントで悩みを抱えている労働者を対象に、夜
間や休日にも対応する電話及びメールによる無料相談窓口を設けている。

（１）トラック運送業
ア　トラック運送業の概況

　トラック運送業では、コストに見合った適正な運賃が十分収受できない中で「ジャス
ト・イン・タイム」での納品を求められるなど、依然として、発注者である荷主からの

3.9 商慣行・勤務環境等を踏まえた取組の推進

周知啓発リーフレット（事業主向け）

周知啓発リーフレット（労働者向け）

周知啓発ポスター
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厳しい要請に対応している状況である。また、荷主側の都合により長時間の荷待ちを強
いられるといった問題も見られる。こうしたことが一因となり、トラック運送業では、
運転者が長時間労働を余儀なくされている実態がある。
　トラック運転者については、厚生労働大臣が定める「自動車運転者の労働時間等の改
善のための基準」（平成元年２月９日労働省告示第７号、以下「改善基準告示」という。）
により拘束時間の上限等が定められている。平成 27（2015）年トラック輸送状況の実
態調査（厚生労働省・国土交通省）では、１回の運行における拘束時間が 13 時間を超
える運行が全体の 36.6％となっている。（※実態調査は１運行としての結果。改善基
準告示：１日（始業から 24 時間）の拘束時間は原則 13 時間以内。）また、全体の５割
強の運行で荷待ち時間が生じており、このうち３割弱で２時間を超えていること、荷主
都合による荷待ち時間は集荷時（製品の完成待ち等）と到着時（車両の順番待ち等）の
双方で発生していること、運送に加えて荷役を行う場合に事前連絡なく現場で依頼され
荷役料金を収受していないケースもあること、といった取引の実態も見られた。
　さらに、厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（令和元（2019）年）では、１か月の
所定内実労働時間数及び超過実労働時間数の合計は、営業用大型貨物自動車運転者では
215 時間、営業用普通・小型貨物自動車運転者では 208 時間となっており、調査産業
全体の平均の 173 時間を大きく上回っている。また、総務省「就業構造基本調査」（平
成 29（2017）年）では、週の労働時間が 60 時間以上の雇用者割合（年間 200 日以上
就業の者のうち正規の職員・従業員）について、全体の平均が 11.8% であるのに対し、
自動車運転従事者では 37.3% であり、各種調査においてトラック運転者の長時間労働
の実態が明らかとなっている。
　また、令和元年度の脳・心臓疾患の労災支給決定（認定）件数 216 件のうち 62 件が、
精神障害の労災支給決定（認定）件数 509 件のうち 25 件がトラック運転者に関する
ものであり、労災支給決定（認定）件数全数に占めるトラック運転者の割合が大きい。
　このようにトラック運転者の長時間労働等の実態は深刻であり、その改善は急務であ
るが、上述のとおり、トラック運送事業者側のみの努力で解決することは困難であるこ
とから、荷主との取引関係の在り方も含めて改善を図っていくことが不可欠である。

イ　トラック輸送における取引環境・労働時間改善協議会
　トラック運送業における取引環境の改善及び長時間労働の抑制を実現するための具体
的な環境整備等を図ることを目的として、平成 27 年度に「トラック輸送における取引
環境・労働時間改善協議会」（以下「トラック協議会」という。）を中央と各都道府県に
設置した。トラック協議会は、学識経験者、荷主、トラック運送事業者、経済団体、労
働者団体、行政（厚生労働省、国土交通省等）などにより構成され、取引環境の改善及
び長時間労働の抑制に向けた議論を進めている。
　平成 28（2016）、29 年度の２年にわたり、全ての都道府県において実施したパイロッ
ト事業（実証実験）では、貨物の発送を依頼する荷主（発荷主）・トラック運送事業者・
貨物を受け取る荷主（着荷主）などの一連の物流に関わる企業が協力し、コンサルタン
トのアドバイスの下、トラック運転者の労働時間短縮等に取り組み、そこから得られた
知見を「荷主と運送事業者の協力による取引環境と長時間労働の改善に向けたガイドラ
イン」として取りまとめ、サプライチェーンの関係者に幅広く周知するとともに、トラッ
ク協議会での議論に活用している。
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　加えて、平成 28 年７月に、トラック協議会の下にワーキンググループとして、「トラッ
ク運送業の適正運賃・料金検討会」が設置された。学識経験者と行政（厚生労働省、国
土交通省、経済産業省、農林水産省）から構成され、オブザーバーとして経済団体や事
業者団体も参画している。この検討会は、適正な運賃・料金の収受に係る論点を整理し、
トラック協議会へ助言することを目的としており、平成 28 年度はトラック運送事業者
に対する実態調査を実施した。長時間労働の抑制を含め、トラック運送業における労働
環境の改善に当たっては、トラック運送事業者が適正な運賃・料金を収受できることが
重要であるが、実態調査の結果、回答のあった 545 件のうち、２～３割の事業者で、
附帯業務（荷の仕分けなど）に対する料金や高速道路利用料などの費用を十分に収受で
きていないことが明らかとなった。実態調査の結果等を踏まえ、運送の対価である運賃
と運送以外の役務の対価である料金を別建てで収受する環境を整備するため、平成 29
年８月に標準貨物自動車運送約款（平成２年 11 月 22 日運輸省告示第 575 号）等の改
正を行った（平成 29 年 11 月４日施行）。引き続きトラック運送業の持続可能な事業運
営及び運転者の確保・育成、生産性向上を図っていくため、適正な運賃・料金の収受に
ついて、トラック事業者と荷主の双方の理解の形成を促すための対策や環境整備のため
の方策等について検討を行うこととしている。
　このようにトラック協議会では、取引環境の改善と長時間労働の抑制について、総合
的に取り組んでいる。平成 30（2018）年度には、引き続きトラック運転者の労働時間
改善に取り組む荷主及びトラック運送事業者に対し専門家がアドバイスを行うコンサル
ティング事業を実施し、令和元年度には、荷待ち時間が特に長い輸送分野（加工食品、
紙・パルプ、建設資材）について、課題の整理や改善策の検討等を進めるとともに、実
態の更なる把握・分析のための調査や、課題解決に資する試験的な取組（アドバンス事
業）を実施した。

ウ　自動車運送事業の働き方改革の実現に向けた政府行動計画
　「働き方改革実行計画」において関係省庁横断的な検討の場を設けることとされたこ
とを踏まえ、平成 29 年６月に「自動車運送事業の働き方改革に関する関係省庁連絡会
議」が設置され、自動車運送事業の長時間労働を是正するための環境を整備するための
関連制度の見直しや支援措置に関する行動計画を策定し、総合的かつ計画的に推進する
こととされた。
　同年８月の第２回会議において、当面取り組む 63 の施策を盛り込んだ「トラック・
バス・タクシーの働き方改革『直ちに取り組む施策』」が取りまとめられた。さらに、
平成 30 年５月の第４回会議において、「自動車運送事業の働き方改革の実現に向けた
政府行動計画」を決定した。政府行動計画においては、令和６（2024）年４月の時間
外労働の上限規制の適用開始までの期間に取り組む 88 の施策のほか、できるだけ早い
時期に全ての事業者が拘束時間や休日労働、時間外労働の基準を遵守している状態を実
現するという目標が設定された。

エ　貨物自動車運送事業法の改正（議員立法）
　トラック運転者の不足により物流が滞ることのないよう、運転者の労働条件の改善等
を図るため、⑴トラック運送業の規制の適正化、⑵トラック運送事業者が遵守すべき事
項の明確化、⑶荷主対策の深度化、⑷標準的な運賃の告示制度の導入を内容とする、貨
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物自動車運送事業法の一部を改正する法律（平成 30 年 12 月 14 日法律第 96 号）が議
員立法により平成 30 年 12 月に成立し、公布された。
※�⑴・⑵：令和元年 11 月１日施行、⑶：令和元年７月１日施行、⑷：令和元年 12 月

14 日施行・令和２（2020）年４月 24 日運賃告示

オ　ポータルサイトの運営による情報発信
　令和元年度に「トラック運転者の長時間労働改善に向けたポータルサイト注 13）」を開
設し、広く国民、荷主、トラック運送事業者に対して、貨物を運送するトラック運転者
の長時間労働の現状や、その改善に向けた取組・施策などを周知し、トラック運転者の
労働時間短縮に向けた荷主とトラック運送事業者の取組を支援している。
　ポータルサイトには、トラック協議会の取組などにより得られた荷主とトラック運送
事業者の協力によるトラック運転者の労働時間短縮の進め方・課題解決の具体的な取組
事例などをまとめた各種ガイドラインやハンドブック等を掲載している。また、荷主・
トラック運送事業者がトラック運転者の労働時間短縮に向けて自社の取り組むべき課題
を洗い出せる自己診断ツールや、トラック運転者の労働実態を紹介する周知用動画など
を掲載している。

（サイトトップページ） （自己診断ツール）

（２）教職員
ア　学校における働き方改革

　公立学校の教師の勤務時間については、文部科学省の研究委託事業「公立小学校・中
学校教員勤務実態調査研究」の集計（確定値）によると、１週間当たりの学内総勤務時
間は、前回調査（平成 18（2006）年度）と比較して、いずれの職種でも増加している。

注 13）「トラック運転者の長時間労働改善に向けたポータルサイト」のWebサイト：https://driver-roudou-jikan.mhlw.go.jp/
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また、国際的な比較としては、平成 26（2014）年６月に公表された OECD 国際教員指
導環境調査注 14）では、日本の教師の１週間当たりの勤務時間は参加国中で最長となって
いる。
　このような教師の勤務実態を踏まえ、教師の業務負担の軽減を図ることは喫緊の課題
である。平成 29（2017）年６月より、文部科学大臣の諮問機関である中央教育審議会
において、新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導・運営体制の構築のための学
校における働き方改革に関する総合的な方策について審議が行われ、平成 31（2019）
年１月に「新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導・運営体制の構築のための学
校における働き方改革に関する総合的な方策について（答申）」（以下「答申」という。）
がとりまとめられた。
　志ある教師が、適切な勤務時間管理がなされていなかった中で勤務の長時間化が止め
られず、ついに過労死等に至ってしまう事態は、本人はもとより、その遺族又は家族に
とって計り知れない苦痛であるとともに、児童生徒や学校にとっても大きな損失であり、
さらに、不幸にも過労死等が生じた場合に勤務実態が把握されていなかったことをもっ
て公務災害の認定に非常に多くの時間がかかり、遺族又は家族を一層苦しめる事例も報
告されていることが指摘され、勤務時間管理の徹底や業務の縮減を図り、一刻も早く改
善しなければならない。志ある教師の過労死等の事態は決してあってはならないもので
あり、教師のこれまでの働き方を見直し、教師が自らの授業を磨くとともに、その人間
性や創造性を高め、子供たちに対して効果的な教育活動を行うことができるようになる
という、学校における働き方改革の目的を実現するため、文部科学省としては、答申で
提言された①勤務時間管理の徹底と勤務時間・健康管理を意識した働き方改革の促進、
②学校及び教師が担う業務の明確化・適正化、③学校の組織運営体制の在り方、④教師
の勤務の在り方を踏まえた勤務時間制度の改革、⑤学校における働き方改革の実現に向
けた環境整備等について、教職員定数の改善、学習指導員や部活動指導員、スクール・
サポート・スタッフの充実等により総合的に取組を推進している。
　こうした学校における働き方改革の取組をさらに進めるための一つのきっかけとし
て、文部科学省が平成 31 年１月に策定した「公立学校の教師の勤務時間の上限に関す
るガイドライン」を法的根拠のある「指針」注 15）に格上げするとともに、休日の「まと
め取り」のため、一年単位の変形労働時間制を各地方公共団体の判断により条例で選択
的に活用できるよう、公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法
の一部を改正する法律が令和元（2019）年 12 月４日に成立し、同 11 日に公布された。
　文部科学省としては、この「指針」において、いわゆる「超勤４項目」注 16）以外の業
務を行う時間を含め、教育職員が学校教育活動に関する業務を行っている時間として外
形的に把握することができる時間を「在校等時間」とし、勤務時間管理の対象とするこ

注 14）�学校の学習環境と教員の勤務環境に焦点を当てた国際調査（調査時期は平成 25（2013）年２月中旬～３月中旬）。調査
対象は、中学校及び中等教育学校前期課程の校長及び教員であり、１か国につき 200 校、１校につき教員（非正規教
員を含む）20 名を抽出。日本の参加状況は、全国 192 校、各校約 20 名（校長 192 名、教員 3,521 名）。国公私立の内
訳（参加校に所属する総教員数における割合）は、国公立校が約 90％、私立が約 10％。

注 15）�「公立学校の教育職員の業務量の適切な管理その他教育職員の服務を監督する教育委員会が教育職員の健康及び福祉の
確保を図るために講ずべき措置に関する指針」（令和２年文部科学省告示第１号）�

注 16）�公立学校の教育職員に時間外勤務を命ずる場合は、いわゆる「超勤４項目」に従事する場合であって、臨時又は緊急の
やむを得ない必要があるときに限られる。超勤４項目とは、①校外実習その他生徒の実習に関する業務、②修学旅行そ
の他学校の行事に関する業務、③職員会議（設置者の定めるところにより学校に置かれるものをいう。）に関する業務、
④非常災害の場合、児童又は生徒の指導に関し緊急の措置を必要とする場合その他やむを得ない場合に必要な業務をい
う。
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ととした上で、「働き方改革関連法」において改正された労働基準法等を踏まえて、所
定の勤務時間を超える在校等時間の上限時間を月 45 時間、年 360 時間以内等とした。
「指針」に基づき、校長や教育委員会には、上限時間を超えないようにするため、教師
等の業務量の適切な管理を行うことが求められる。
　また、各教育委員会や学校における働き方改革の進捗状況を明確にし、市区町村別の
公表等や優良事例の展開を通じて、働き方改革の取組を促進するため、これまでの「教
育委員会における学校の業務改善取組状況調査」を抜本的に見直し、「教育委員会にお
ける学校の働き方改革のための取組状況調査」を新たに実施し、令和元年 12 月 25 日
に公表した。調査結果としては、各教育委員会における、勤務実態の客観的な方法での
把握は、前年度に比べ、都道府県は 66.0％（前年度 38.3％）、政令市は 75.0％（前年
度 45.0％）まで伸び、学校や自治体単位で「在校等時間」等の確実な縮減が図られた
取組例も見られた。一方で、市区町村では勤務実態の客観的な方法での把握は前年度
40.5％から 47.4％への伸びにとどまるなど、なかなか取組が進まないところもある状
況が見られた。
　教育委員会や学校現場において取り組まれている働き方改革に向けた優良事例を広く
展開し、 教育委員会や学校における実践につなげるため、「学校の働き方改革フォーラ
ム～優良事例大集合！広げよう実践の輪～」を令和２（2020）年１月 31 日に開催し、
より広く学校現場や教育委員会で具体の取組の参考となるよう、文部科学省公式
YouTube 等でその様子を公開した。また、各教育委員会から提供のあった好事例を中
心に、「学校における働き方改革～取組事例集～」を令和２年２月 21 日に公表した。
　今後もこれらの情報を継続的に発信し、進捗状況等をフォローアップするとともに、
好事例の横展開を図り、教育委員会や各学校における積極的な取組が着実に進むよう「働
き方改革」の自走サイクルの構築を図ることとしている。
　さらに、答申において、小学校の教科担任制の充実、年間授業時数や標準的な授業時
間等の在り方を含む教育課程の在り方や、免許更新制を含む養成・免許・採用・研修全
般について、「今後更に検討を要する事項」とされたことを踏まえ、中央教育審議会に
おいて審議が進められているところである。

イ　教職員のメンタルヘルス対策等
　平成 30（2018）年度中に病気休職処分となった教職員は 7,949 人で、そのうち精
神疾患による病気休職者数は 5,212 人（全教員等の 0.57％）と平成 19（2007）年度
以降、5,000 人前後で推移しており、教職員のメンタルヘルス対策等の充実・推進を図
ることが喫緊の課題である（平成 30 年度公立学校教職員の人事行政状況調査）。
　こうした状況を改善するためにも、学校における働き方改革を進めていく必要があり、
文部科学省としては①労働安全衛生体制等の整備促進、②メンタルヘルス対策等にも取
り組んでいる。
　労働安全衛生法等に基づく学校における労働安全衛生管理体制等の整備状況について
は、おおむね隔年で調査を実施しており、当該調査結果を参考に、労働安全衛生体制の
整備を促進している。また、平成 31 年３月には、衛生管理者や産業医等の選任を要す
るものの一覧など、労働安全衛生管理の基礎的な知識や体制整備の方策等を記載した
リーフレットを各教育委員会等に対して送付した。
　メンタルヘルス対策についても、平成 25（2013）年３月に文部科学省が取りまとめ
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た「教職員のメンタルヘルス対策について（最終まとめ）」に基づき、本人による「セ
ルフケア」や管理職等の「ラインによるケア」といった予防的取組や、休暇取得から職
場復帰までの段階に応じた復職支援等を推進している。また、ストレスチェックの実施
については、その結果に基づく面接指導の実施や結果の集団ごとの集計・分析及びその
結果を踏まえた必要な措置を含め、全ての学校において適切に実施されるよう取り組む
ことを各教育委員会に要請するなど、教職員の労働安全衛生管理体制及びメンタルヘル
ス対策の更なる充実に取り組んでいる。

１　メンタルヘルス対策に関する取組方針
　県教育委員会では、心の健康づくり計画の中で「心の健康づくり方針」を定めており、
以下の４つの方針を掲げています。当該方針は県内の公立の全学校、教職員に周知して
います。

　現在、教育現場では教職員の勤務環境改善が喫緊の課題となっていますが、そのため
の計画である「学校現場の業務改善計画」の中で、業務を行う時間の長時間化の解消等
と並んで「健康管理体制の充実」を柱の�１つとしています。その中で、県教育委員会が
行う具体的な取組として「教職員のメンタルヘルス対策の推進」を掲げることで、業務
改善とメンタルヘルス対策を一体的に進められるようにしています。

教育委員会が行う取組 学校が行う取組

・教職員のメンタルヘルス対策を推進する。
・ 効果的なストレスチェックのあり方について検

討する。
・ 管理職のメンタルヘルスに関する専門性の向上

を図るための取組を行う。

・ 管理職は時間外勤務が多い教職員に対する産業
医による面接を奨励する。

・ 衛生委員会の議事内容を再検討し、職場環境の
改善につなげる。

・ 悩みなどを相談しやすい職場の雰囲気づくりに
努める。

・ 管理職は共済組合が行う各種相談事業の周知を
図る。

＜健康管理体制の充実＞

※「学校現場の業務改善計画」より抜粋（2019 年 11 月改定）

　メンタルヘルス対策を推進するため、2008 年度から県教育委員会においてメンタル
ヘルス検討委員会を立ち上げています。検討委員会には校長や医師、有識者等が参加し
ています。この検討委員会の中で、心の健康づくり計画を策定し、毎年見直し、周知等
を行っています。

県教育委員会における
教職員のメンタルヘルス対策の取組事例コラム13

１．職員自らによるセルフケアの充実
２．職場での心の健康問題の早期発見・早期対応

３．職場外のサポート体制の充実
４．早期回復と円滑な職場復帰のための支援の充実

＜心の健康づくり方針＞

※「職員のための心の健康づくり」より（2019 年６月改訂）
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２　メンタルヘルス対策の具体的な取組
　（１）セルフケア・ラインケアの実施をサポートするための情報発信
　�　毎月、県教育委員会で健康づくり情報紙を作成し、県内の学校・教職員に発行して
います。情報紙は読みやすいよう、Ａ４サイズ１～２枚程度で、図表を多用していま
す。扱うテーマは身体疾患もしくはメンタルヘルスに関するものとし、隔月でテーマ
を変えています。
　�　情報紙を単なる情報発信に留めず、現場におけるセルフケアとラインケアの効果的
な実施をサポートするためのツールとして位置づけています。そのため、常にセルフ
ケア用（一般教職員向け）とラインケア用（管理職向け）の２種類を作成しています。
　�　例えば、ストレスチェックの時期には、一般教職員向けにはストレスチェックの意
義やセルフケアとしての活用方策について、管理職向けにはストレスチェック後の対
応や集団分析結果の活用方法等について解説し、現場での対応に役立ててもらってい
ます。

　（２）管理職を対象とした研修の実施
　�　一次予防、二次予防では特にラインケアがポイントとなるため、2008 年度から所
属長を対象に、また 2011 年度からは「メンタルリーダー育成事業」として、衛生管
理者等を対象としたラインケアの基本を学ぶ研修会を実施しています。さらに、
2011 年度から共済組合の協力を得て、管理職を対象とした「ラインケアのための傾
聴法講習会」（年３回）を開催しています。この講習会では傾聴の意義、必要性、具
体的な傾聴法の講義の後に、参加者が３人１組になって傾聴法の実習を行っています。
また、同講習会では病休・休職に伴う事務手続きの実習も実施しています。これはメ
ンタルヘルス不調で病休・休職に陥った部下への制度の説明や接し方を、２人１組の
ロールプレイを用いながら学ぶものです。講師には共済組合の事業を利用して医師・
カウンセラーを招き、県教育委員会からは保健師も参加しています。
　�　管理職となることで求められることが大きく変わり、戸惑う職員も多いですが、研
修を通じて横のつながりができ、また、対応方法を実践的に学ぶことができるので、
管理職の不安の解消にもつながっています。

　（３）外部機関と連携した職場復帰支援
　�　県教育委員会では以前から、学校にカウンセラーを派遣して慣らし勤務を支援する
制度や、休職中に県外の医療機関において職場復帰支援プログラムを受けられる仕組
みを整えていました。しかしながら、休職期間中に県内で気軽に利用できるプログラ
ムがなかったため、2019 年度から「復職準備講座」を実施することにしました。
　�　この講座は年１クール、４日間にわたり集団療法形式で実施しています。講師は共
済組合関係の臨床心理士に依頼しています。講座ではストレスマネジメントや療養中
の過ごし方を学ぶだけでなく、グループワークを通じて感情のコントロールの方法を
学んでいます。利用は任意ですが、できる限り参加してもらえるよう、休職者に対し
ては学校を通じて利用を勧めています。
　�　参加者からは、「自身の行動を振り返り、ストレスへの対処方法について理解を深
めることができて良かった」や「同じような立場の方と接する機会があって良かった、
復職への自信につながった」という声が寄せられており、手ごたえを感じています。
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（３）医療従事者
　国民が将来にわたり質の高い医療サービスを受けるためには、長時間労働など厳しい勤務
環境に置かれている医師や看護職員などの医療従事者が健康で安心して働くことができる勤
務環境の整備が喫緊の課題となっており、課題克服のため、以下の取組を行っている。

ア　医療法に基づく医療機関に対する相談支援の実施
　平成 26（2014）年 10 月１日に施行された改正医療法では、各医療機関において
PDCA サイクルにより計画的に勤務環境改善に取り組む仕組み（医療勤務環境改善マネ
ジメントシステム）を導入するよう努めることとされたほか、都道府県において医療従
事者の勤務環境の改善を促進するための拠点としての機能を確保することとされ、平成
29（2017）年３月までに全ての都道府県で医療機関に対する勤務環境改善を支援する
ための「医療勤務環境改善支援センター」（以下「支援センター」という。）が設置され
たところである。支援センターでは、医業経営アドバイザーや医療労務管理アドバイザー
が医療機関に対する相談支援業務を行うなど、医療機関の主体的な取組に対する支援の
充実を図ることにより、医療従事者全体の勤務環境の改善に向けた取組の充実につなげ
ている。

イ　医療機関の勤務環境改善に向けた調査研究や支援センターの活動推進の支援
　令和元（2019）年度も、引き続き、国内の全病院・有床診療所を対象とした実態調
査（アンケート）、個別医療機関からのヒアリング調査、モデル事業の実施等により、
医療機関における労働実態（時間外労働、夜勤、連続勤務等）及び医療勤務環境改善マ
ネジメントシステムの実施状況並びに支援センターにおける活動状況の把握・分析を行
い、更なる推進方策の検討を行った。注 17）

　また、支援センターが地域における医療勤務環境改善を牽引するため、各都道府県へ
のヒアリングやアンケート等を通じて好事例を収集し、支援センターの設置、運営を担
当する都道府県職員や実際に支援センターの活動を担う支援センター担当者を対象とし
た「手引き」の作成を行い、平成 30（2018）年度においては、当該「手引き」の改訂
を行った。

注 17）�医療勤務環境改善マネジメントシステムに基づく医療機関の取組に対する支援の充実を図るための調査・研究報告書：
https://iryou-kinmukankyou.mhlw.go.jp/information/itaku2019.html

今後は開催頻度や開催時期等について検討する予定です。

３　取組の成果・今後の展望
　すべてを県教育委員会内で対応しようとすると難しいため、外部に支援を求める力が
重要であると考えています。本教育委員会では、共済組合の事業を有効に活用するなど
して、専門家による支援を受けられるようにしています。
　引き続き、各事業の見直し・改善を行いながら、メンタルヘルス不調の予防や再発防
止に努めていきたいと考えます。
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ウ　医療勤務環境改善マネジメントシステムの普及促進
　各都道府県の支援センターにおいて、個別相談支援や説明会等を実施し、医療勤務環
境改善マネジメントシステムの普及促進を図っていることに加えて、医療機関の経営層
及び労務管理の責任者・担当者等を対象に、医療勤務環境改善マネジメントシステムの
概要や活用方法などを解説するセミナーを開催しており、令和元年度は、経営層を対象
としたトップセミナー及び有床診療所を対象としたセミナーを含めて全国９か所計 10
回開催した。
　併せて、医療勤務環境改善マネジメントシステムに関するリーフレットを作成し、医
療機関等に配布した。
　さらに、医療機関が自主的に勤務環境の改善に取り組む際に活用できるデータベース
サイト（いきいき働く医療機関サポート Web（いきサポ））注 18）に勤務環境改善に取り組
む個別の医療機関の事例や各都道府県における支援策等の情報を提供している。

エ　医療機関内のマネジメント改革について
　医師の労働時間短縮を効果的に推進するためには、ＩＣＴ等の技術の活用も含めたタ
スク・シフティングやタスク・シェアリング等先進的な取組とともに、医療現場の実態
を把握するべき管理者の意識改革に徹底して取り組んでいく必要がある。医師の在院時
間ですら把握していない医療機関もある中で、意識改革により組織のトップが自らの状
況を適切に分析することで、取組の重要性に気づき、医療機関内のマネジメント改革の
舵取りを率先して担うことが必要不可欠である。このため、医療機関の管理者（病院長）
等を対象に、勤務環境改善に係る意識改革のためのトップマネジメント研修を令和元年
９月から令和２（2020）年３月まで全国 28 か所計 31 回開催した。

オ　医師の働き方改革に関する検討会及び医師の働き方改革の推進に関する検討会
　医師については、「働き方改革実行計画」（平成 29 年３月 28 日働き方改革実現会議
決定）において、時間外労働規制の対象とするが、規制の適用は５年間猶予され、また、
規制の具体的な在り方、労働時間の短縮策等については、医療界の参加の下で検討の場
を設け、２年後を目途に検討し、結論を得ることとされた。これを受けて、厚生労働省
において「医師の働き方改革に関する検討会」を開催して検討を進め、平成 31（2019）
年３月に、報告書をとりまとめた。
　同報告書は、医師についても、一般労働者と同等の働き方を目指すという視点に立っ
て時間外労働の上限時間数を設定するとともに、地域医療確保のためにやむを得ない場
合には、医療機関を特定し、追加的な健康確保措置を義務付けた上で、暫定的に特例的
な水準を設定すること等が盛り込まれている。また、医師の労働時間の短縮に向けた取
組についても記載されており、今後、同報告書に記載された方向性に沿って、医療機関
における労務管理の適正化、医師の労働時間短縮の促進を図るほか、同報告書記載事項
の制度化に向けて、令和元年７月より「医師の働き方改革の推進に関する検討会」を開
催し、同報告書で引き続き検討することとされた事項について具体的検討を進めている。

注 18）�「いきいき働く医療機関サポートWeb（いきサポ）」のWebサイト：https://iryou-kinmukankyou.mhlw.go.jp/
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（４）情報通信業
　平成 28（2016）年６月２日に閣議決定された「ニッポン一億総活躍プラン」や平成 29
（2017）年３月 28 日に取りまとめられた「働き方改革実行計画」において、関係省庁が
連携して下請けなどの取引条件にも踏み込んで長時間労働を是正する仕組みを構築すること
とされ、特に、IT 業界については、発注者や事業者の協働により、「急な仕様変更」など、
取引の在り方の改善と長時間労働の削減を進めることとされているところである。
　このような状況の中、IT 業界全体が今後とも健全な発展をするためには、労働環境の改
善など働きやすい職場環境を目指すことが必要である。
　このため、平成 28 年度から業界団体と連携し、検討委員会の開催、企業等の実態調査、
セミナーの開催、企業に対する個別訪問による働き方改革のコンサルティング、周知広報な
どを実施している。

ア　検討委員会の設置
　長時間労働削減対策に向けた課題の抽出や支援策等について検討することを目的とし
て、事業者団体、学識経験者、労働組合、経営者団体、関係省庁により構成した検討委
員会を設置し、令和元（2019）年度は５回開催し、以下イ～オの取組を実施すること
とした。

イ　企業向けセミナーの開催
　IT 業界の人事労務担当者等を対象とした、IT 業界で働く労働者の長時間労働削減対
策に関するセミナーを令和２（2020）年２月に東京で開催した。

ウ　取引環境に関する実態調査の実施
　IT 業界の長時間労働の要因の一つとなっている取引環境の改善に向け、長時間労働
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是正を阻害している取引環境上の要因等を明らかにすることを目的に、IT 企業のプロ
ジェクトマネージャに対して実態調査を実施した。実態調査の結果をもとに、長時間労
働につながる取引環境上の主要な六つの要因（①不明確な仕様②トラブル③仕様変更④
発注者の事情⑤契約内容⑥常駐先の職場環境）について、発注者が意識すべきポイント
等をまとめた「発注者・受注者で実現する IT 業界の取引環境改善と働き方改革～円滑
なプロジェクトの推進に向けて」を作成した。

エ　企業に対する個別訪問による働き方改革のコンサルティング
　過去の調査結果や働き方改革ハンドブックを基にしたコンサルティングにより、より
実践的に他社のモデルとなる事例を創出することを目指し、企業に対する個別訪問によ
るコンサルティングを実施した。
　また、コンサルティング対象企業における働き方改革の取組事例を交えて、IT 企業
が働き方改革を推進するための実践的なプロセスをまとめた「働き方改革実践の手引き
～企業と社員のための働き方改革へ～」を作成した。
　令和２年度もコンサルティングを引き続き実施し、これらの課題への対策を検討して
いくこととしている。

オ　周知・広報
　令和元年度は周知・広報として以下の活動を実施した。
　①　Web ページの更新
　　�　IT 業界で働く労働者の長時間労働の問題と改善策等について、平成 28 年度に作

成した Web サイト注 19）を更新し、SNS による周知・広報を行った。
　②　動画広告
　　�　発注者の行動が IT 業界における長時間労働の要因の一つになっている現状を広

く周知するため、実態調査により明らかになった取引環境上の課題のうち、特に改
善要望の多い「不明確な仕様」「仕様変更」をテーマとして取り上げ、IT 企業がそ
の改善策として発注者に求めることを紹介する動画を作成した。

注 19）�「IT 業界の働き方・休み方の推進」のWebサイト：https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/
roudoukijun/shigoto/it/index.html
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（サイトトップページ例）

（動画広告「クイズ！全国のプロマネ 700 人の声！」）

　昨今の新型コロナウイルスの影響で人々の行動や企業活動のあり方が大きく変化し、
社会全体のオンライン型へのシフトにより、デジタルトランスフォーメーション（DX）
の推進がより一層進んでいくことが考えられます。そのため、情報サービス産業の活躍
フィールドがますます拡がる中で、創造性を発揮した生産性の高い働き方の実現が業界
における課題となっています。
　一般社団法人情報サービス産業協会（JISA）では、業界で働く人すべてに「ワクワク」
をもたらすとともに、人に優しい未来社会を実現するものとして働き方改革を捉え、そ
の実践に向けて平成 29 年４月に『働き方改革宣言』を策定しました。また、企業各社
における取組の一助となるよう『働き方改革ハンドブック』や『働き方改革実践の手引
き』を厚生労働省委託事業の一環として取りまとめ、業界全体で働き方改革を推進して
います。
　今後、IT を駆使した新しいビジネスモデルの創造や社会課題の解決が進展する中で、
情報サービス産業は社会基盤を支える重要な役割を担っています。また、ビジネスや社

情報通信業における働き方改革の推進に向けた取組コラム14
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会を変革していく担い手でもあります。働く一人ひとりが企業・社会に貢献している実
感と誇りを抱き、自己実現のために自らを鍛え続けることが出来る、そのような環境を
業界として築いていきたいと考えています。

■働き方改革ハンドブック情報通信業（情報サービス業編）
　�https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/shigoto/
it/pdf/29all.pdf

■働き方改革実践の手引き～企業と社員のための働き方改革へ～（情報サービス業編）
　�https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/shigoto/
it/pdf/kaikaku1.pdf

■『働き方改革宣言』において掲げる目標と実現に向けた取組
　第１フェーズ～健康経営の実現
　�　良い仕事・成果のためには従業員の心身の健康確保が必要不可欠であり、その実現
のために労働時間の短縮や休暇取得の促進等への取組を促進し、「健康経営の実現」
を目指します。
　（主な施策と事例）
　　【施策①】組織内で残業・休暇の状況を共有する
　　✓　�プロジェクトの進捗状況、メンバーの業務負荷状況を管理職が日次・週次で把

握し、負荷が平準化するよう必要な措置を実施する。
　　✓　�人事部より各組織に、所属メンバーの毎月の残業時間や年次有給休暇取得の実

績、15 日時点の当月残業見込みを通知することで、業務負荷の平準化へ寄与
する。

　　【施策②】取引先や関係者へ協力を依頼する
　　✓　�経営トップから顧客宛に、残業削減や年次有給休暇 100%取得への理解を求め

る手紙を作成し、役員・部長が持参して説明する。
　　✓　�パートナー企業と働き方改革・健康経営を共同で取り組むための会議を開催す

る。

　第２フェーズ～スマートワークの実現
　�　事業の生産性向上・高度化の実現に向けて、ICT を活用した業務の抜本的な見直し
や生産性の向上が求められます。そのため、第２フェーズでは「スマートワークの実
現」を掲げ、効率的な働き方や柔軟かつ多様な働き方を推進していきます。
　（主な施策と事例）
　　【施策①】ワークスタイル変革を目指した ICT の利活用を推進する
　　✓　�全社員にテレワーク制度を適用し、必要な会議・打合せはオンラインで実施す

ることで移動時間を削減する。また、会議はペーパーレス化する。
　　✓　�開発環境をクラウド上に集約する。
　　【施策②】柔軟な働き方に関する制度導入、多様な人材の活躍を推進する
　　✓　�フレックスタイム制度、オフピーク出勤制度、介護時差勤務制度等を導入する。
　　✓　�他拠点でも働けるスペースや環境を整備する。
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（５）建設業
　建設業における長時間労働の是正のためには、建設業者による生産性向上の取組と併せて、
適正な工期設定や適切な賃金水準の確保、週休２日の推進等による休日確保等、発注者の理
解と協力が不可欠であることから、その推進のため、以下の取組を行っている。

ア　働き方改革に関する関係省庁連絡会議・協議会の設置
　働き方改革実行計画（平成 29 年３月 28 日働き方改革実現会議決定）において、建
設事業については、法改正による時間外労働の上限規制の一般則の施行期日の５年後に
時間外労働の上限規制を適用するとされたことから、発注者を含めた関係者による協議
の下、適正な工期設定や適切な賃金水準の確保、週休２日の推進などによる休日確保な
どに関する取組を推進するため、「建設業の働き方改革に関する関係省庁連絡会議」を
平成 29（2017）年６月に設置し、平成 30（2018）年７月には第４回会議を開催した。

　　✓　�女性、障がい者、シニア、外国籍の人材活躍の推進目標値を開示する。

　第３フェーズ～ワクワクの追求
　�　そして、働き方改革の究極の目標として、「ワクワクの追求」を掲げています。「IT
エンジニアのワクワクする働き方に関する調査（2018）」では、従業員一人ひとりの
ワクワク感に満ちた働き方の実現に向けては、従業員が能力を十分に発揮できる環境
を整えるとともに、経営者は自らのビジョンを明確に打ち出し、従業員および顧客も
含めたステークホルダに浸透させ、共感を得ることが重要であると示唆されています。

� （一般社団法人情報サービス産業協会）
� ホームページ　https://www.jisa.or.jp/

図表　JISA 会員企業の実践プロセス

JISA会員企業の実践プロセス（モデル）

■第1フェーズ～健康経営の実現（労働日数10日削減）
• 業界の労働日数を10日（平均年間総労働時間0.5ヶ月分相当）削減する。
• 業界各社は以下の目標を実現する。

■第2フェーズ～スマートワークの実現（事業の生産性向上・高度化）
• 業界各社は業務改革（Work Long→Work Smart）により事業の生産性向上・高度化を実現する。
• 第1フェーズと合わせて業界の労働日数を20日（平均年間総労働時間の1ヶ月分相当）削減する。

■第3フェーズ～「ワクワク」の追求
• 企業・社会貢献と自己実現を両立させる、ワクワク感に満ちた新しい働き方を実現する。

労働時間の短縮
時間外労働の月間平均を20時間以内とする。

例外規定の上限に関する法令遵守はもとより、社員の健康に十分留意した自主規制を定立・推進する。

休暇取得の促進
年次有給休暇の取得率を90％以上とする。

健康休暇（特別休暇）を導入する。

実質賃金の向上 所定労働時間を10分以上短縮する。

脱時間労働への変革 労働価値の評価基準を“時間“から“付加価値“へのシフトを実現する（工数概念・業績評価・業
務プロセス・個人の意識・法制度等の変革）。

ICTを活用した働き方の実現 「業界におけるテレワーカーの割合を2020年までに20％以上」の目標を達成する。

ダイバーシティの実現 女性、シニア人材、障がいのある社員、様々な国籍の社員が活躍する組織・社会を実現する。

創発的ビジネスの追求 豊かさ、成長、夢など顧客や社会における価値の共創を追求する。

知的フロンティアの追求 個人の先進的スキルや創造力の向上を追求する。

活気あるチーム・組織の追求 情報共有等を進め、“風通しの良さ”と組織活力の向上を追求する。
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イ　建設工事における適正な工期設定等のためのガイドラインの策定
　建設業の生産性向上に向けた取組と併せ、適正な工期の設定等について民間も含めた
発注者の取組が必要であることから、平成 29 年８月 28 日に受注者・発注者が相互の
理解と協力の下に取り組むべき事項を指針（手引き）として取りまとめたガイドライン
について平成 30 年７月に改訂し、民間発注者も含め、広く周知を行った。

ウ　新・担い手３法の改正
　急速な高齢化と若者離れが進む建設業では、工期を適正化し、長時間労働を是正する
ことや、限りある人材を有効活用するなど建設現場の生産性を向上させること等が求め
られている。
　こうした現状を踏まえ、長時間労働の是正等を通じて建設業の将来の担い手を確保し、
建設業の持続性を確保するため、建設業の働き方改革の促進、建設現場の生産性向上及
び持続可能な事業環境の確保等の観点から、第 198 回通常国会において、新・担い手
３法と呼ばれる「建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の
一部を改正する法律」及び「公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改正する
法律」（以下「品確法」という。）が成立した。公共工事を対象とする理念法である品確
法により、将来にわたる公共工事の品質確保やその担い手の中長期的な育成、確保を図
るとともに、民間工事を含む全ての建設工事を対象とする閣法を一体で改正することで、
民間工事までその理念の波及が進むことが期待できる。
　建設業法第 34 条において、中央建設業審議会において建設工事の工期に関する基準
を作成し、その実施を勧告することができるとされたことを踏まえ、中央建設業審議会
では、令和元（2019）年 11 月、令和２（2020）年２月に工期に関する基準の作成に
関するワーキンググループを開催し、工期に関する基準の作成に向けた検討を進めている。

１．「令和型の建設会社」を創造する
　丸西組は1949年の創業から70年という
歳月を経て、現在は地域ゼネコンとして、
地元石川県の環境インフラの整備や防災な
ど地域の安全と安心を守る土木事業と、暮
らしやすく住みよいまちづくりと地域産業
の発展を支える建築事業との二つを柱とす
る総合建設会社です。2020年６月時点の従
業員数は56名です。今日の建設業界では、
労働時間短縮や安全確保、生産性向上、健
康増進など、「働き方改革」に直結する経営課題は山積しています。こうした現実に、対
症療法ではなく積極的な施策をもって改善すべきは改善し、従業員個々の「はたらきがい、
やりがい」といった意欲・活力のさらなる向上にも取り組んでいます。これからも地域に
なくてはならない企業であり続け、すべての従業員が充実感に満ちた人生を送れるよう、
新時代に適応した百年企業を目指しています。

【企業の取組】
建設業における働き方改革の取組事例コラム15

代表取締役社長（写真左）
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� （株式会社丸西組）
� ホームページ　https://marunishigumi.co.jp

活躍する女性社員

２．IT 導入で業務を効率化➡労働時間の短縮と、余暇休日の確保へ
　この数年、施工現場における生産性の向上を目的とする「情報化施工」を積極的に推
進しています。例えば、土木工事の現場ではGPS 搭載の建設用重機を導入し施工精度
と稼働率を高め、また建築工事の現場ではタブレット端末と最新アプリを駆使して図面
や写真を管理するなど、デスクワークに代わって現場で業務を完結できる環境を整備し
ました。
　こうして会議の頻度を減らすなど、細かな面に目を向けつつ、業務効率の改善に一定
の成果を挙げており、さらには今後、クラウド型勤怠管理ツールの利用により労務管理
情報の一元集約化も進める予定です。

３．「健康経営」へ向けた取組
　文字どおり「企業は人なり」、働き方改革の中枢には従業員の『心身の健康』がある
と考えます。例年、法定の定期健康診断の実施においては、結果報告の内容とりまとめ
までが業務であると捉えていました。2019 年度、受診率 100%の達成を掲げるととも
に、有所見者全員に対する再検査・改善指導の実施をサポート。万一入院を伴う治療が
必要な場合には、会社加入の保険を利用することで本人の負担を減らし、安心して早期
に治療する環境を提供しています。健康への関心を本人任せにすることなく、検査・治
療からその後の経過観察に至るまで会社が関与することで、健康の改善と増進をフォ
ローアップします。また、外部機関を利用し毎年実施する「ストレスチェック」につい
ても、その結果を産業医と共有し、課題・問題の早期発見と効果的な対策の実施に役立
てています。

４．ワークライフバランスと女性活躍推進
　社会人として、職業人として、また家庭人として、従業員個々のライフワークやライ
フスタイルを尊重し、自己成長のための機会を確保し支援します。社業・業務において
もワークライフバランスに配慮し、無理なく従業員同士の相互交流や親睦を深めるよう
に取り組んでいます。また、建設女子ともいわれる女性の進出と活躍が進む業界にあっ
て、丸西組でも積極的な採用や戦力化に着手しています。ICT 活用や職場施設の環境改
善はもとより、業務における体力的負荷の軽減や、ハラスメント対策をはじめとする心
的負荷の排除など、女性の管理部門長が社内窓口として対応しています。

IT ツールの活用 ICT 建機の活用
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� （株式会社丸西組）
� ホームページ　https://marunishigumi.co.jp

活躍する女性社員
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　若年労働者、高年齢労働者、個々の特性に応じた雇用管理を求められることが相対的に多
い障害者である労働者等については、各々の特性に応じた配慮を行う必要があることをパン
フレット等で周知・啓発するとともに、以下の取組を行っている。

（１）若年労働者への取組
　（独）労働者健康安全機構が全国の都道府県に設置する産業保健総合支援センターにおい
て、若年労働者に対してセルフケアを中心としたメンタルヘルス教育を実施しており、令和
元（2019）年度は 1,101 回実施した。

（２）高年齢労働者への取組
　高年齢労働者が安心して安全に働ける職場環境の実現に向け、「人生 100 年時代に向けた
高年齢労働者の安全と健康に関する有識者会議」を開催するとともに、その報告書を踏まえ、
事業者や労働者が取り組むべき事項をとりまとめた「高年齢労働者の安全と健康確保のため
のガイドライン」（エイジフレンドリーガイドライン）を令和２（2020）年３月に策定した。

（３）障害者である労働者や傷病を抱える労働者への取組
　「事業場における治療と仕事の両立支援のためのガイドライン」（平成 28 年２月策定）や、
ガイドラインの参考資料として疾患別留意事項及び企業・医療機関連携マニュアルを作成し、
全国 26 か所でシンポジウムを開催する等により企業や医療機関等への普及啓発を実施し
た。また、両立支援を必要とする労働者に寄り添い、医療機関と事業者の連携を支える両立
支援コーディネーターを年間 1,813 人養成した。

（１）国家公務員に対する周知・啓発等の実施
ア　国家公務員の超過勤務の縮減や年次休暇の計画的な取得促進について

　国家公務員については、政府全体を通じて「国家公
務員の労働時間短縮対策について」（平成４年 12 月
９日人事管理運営協議会決定）、「採用昇任等基本方針」
（平成 26 年６月 24 日閣議決定）、「国家公務員の女
性活躍とワークライフバランス推進のための取組指
針」（平成 26 年 10 月 17 日女性職員活躍・ワークラ
イフバランス推進協議会決定）、「計画表の活用による
年次休暇及び夏季休暇の使用の促進について」（平成
30 年 12 月７日人事院職員福祉局長通知）、平成 31
年４月に施行された超過勤務命令の上限設定等に係る
人事院規則 15―14（職員の勤務時間、休日及び休暇）
等の規定等に沿って、一層の超過勤務の縮減や年次休
暇の計画的な取得促進に取り組んできた。
　例えば、７・８月にはワークライフバランス推進強化月間を実施し、令和元（2019）

3.10 若年労働者、高年齢労働者、障害者である労働者等への取組の推進

3.11 公務員に対する周知・啓発等の実施
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年度で５年目となる「ゆう活」による早期退庁をはじめ、大臣・事務次官等からのメッ
セージの発信による意識啓発、休暇（年次休暇・夏季休暇）の一層の取得促進、超過勤
務の縮減等、ワークライフバランスの推進に取り組んだ。また、霞が関における「働き
方改革」を更に加速させるため、管理職による超過勤務予定の事前把握の徹底や、国会
関係業務の効率化などに取り組んでいる。
　人事院では、平成 31（2019）年４月から超過勤務命令を行うことができる上限を、
原則、１年について 360 時間、他律的業務の比重が高い部署においては 720 時間など
と設定した。大規模災害への対処、重要な政策に関する法律の立案、他国又は国際機関
との重要な交渉その他の重要な業務であって特に緊急に処理することを要する業務に従
事する職員に対しては、上限の時間を超えて超過勤務を命ずることができるが、この場
合には、各省各庁の長は、上限を超える超過勤務を必要最小限のものとし、かつ、その
職員の健康の確保に最大限の配慮をするとともに、超過勤務を命じた日が属する１年の
末日の翌日から起算して６箇月以内に、当該超過勤務に係る要因の整理、分析及び検証
を行わなければならないこととしている。あわせて、長時間の超過勤務を行った職員の
健康確保措置を強化するため、１箇月 100 時間以上の超過勤務を行った職員等に対し
ては、職員からの申出がなくとも医師による面接指導を行うことを義務化し、超過勤務
の多い職員からの申出があった場合の面接指導について、その対象となる超過勤務時間
数の基準を１月 100 時間超から 80 時間超に引き下げるなどの措置を講じた。

イ　国家公務員の心の健康づくり対策について
　国家公務員においても、心の健康の問題による長期病休者の数が長期病休者全体の６
割を超える状況が続いており、職員の心の健康づくり対策が重要な課題となっている。
　人事院では、こうした状況を踏まえ、「職員の心の健康づくりのための指針」（平成
16 年勤務条件局長通知、平成 29 年８月改正）に基づき、心の健康づくり研修の充実・
強化、ガイドブックによる職員の意識啓発、セルフケアに関する自習用教材の配付など
職員の心の健康づくり対策に重点的に取り組んでいる。また、平成 27（2015）年 12
月に、心の不健康な状態を未然に防止することを目的としたストレスチェック制度を導
入し、平成 28（2016）年 11 月には、過度のストレスがなく、いきいきとした職場の
実現を目指す職場環境改善の推進を図るため、「「心の健康づくりのための職場環境改善」
について」（平成 28 年職員福祉局長通知）を発出しており、令和元年度においても各
府省の担当者等に対して職場環境改善の手法等に関する研修を実施している。
　内閣官房内閣人事局では、平成 28 年３月に「国家公務員健康増進等基本計画」（平
成 28 年３月 20 日内閣総理大臣決定。以下「基本計画」という。）を決定し、管理職員
等への昇任時において心の健康づくりに関する研修を必修化した。これに基づき、各府
省の管理監督者に対し、メンタルヘルスケアに関する知識を習得させるとともに、職員
が心身ともに健康で安心できる職場環境づくりの取組や職場におけるメンタルヘルスケ
アの一層の推進に資することを目的として、全国６ブロックで各１回、メンタルヘルス
セミナーを行っている。さらに、業務多忙や遠隔地官署勤務等の理由により研修やセミ
ナーを受講できない各府省の新任管理職員等に対し、メンタルヘルスに関する知識の習
得及び理解の徹底を図るため、e- ラーニングによる講習を行っている。
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ウ　国家公務員のハラスメント防止対策について
　人事院では、民間労働者についてパワーハラスメント防止のための法制化措置が進め
られていたことや、国家公務員の職場におけるパワーハラスメントの防止についてこれ
までも周知啓発に取り組んできたものの、職員意識調査の結果等により更なる防止策を
検討する必要が認められたことを踏まえ、平成 31 年３月より有識者によって構成する
「公務職場におけるパワー・ハラスメント防止対策検討会」を開催している。同検討会
は、令和２（2020）年１月に報告書を取りまとめ、提出した。人事院では、この報告
書も踏まえ、パワーハラスメントの防止等に関する措置を講じるため、人事院規則 10
―16（パワー・ハラスメントの防止等）を令和２年４月１日に公布した（同年６月１
日施行）。同規則では、パワーハラスメントの禁止や、その防止等のための各省各庁の
長の責務、研修等の実施、苦情相談への対応等を規定した。
　内閣官房内閣人事局では、平成 28 年３月に基本計画を決定し、管理職員等への昇任
時においてハラスメント防止に関する研修を必修化した。これに基づき、業務多忙や遠
隔地官署勤務等の理由により研修やセミナーを受講できない各府省の新任管理職員等に
対し、ハラスメント防止に関する知識の習得並びに理解の徹底を図るため、ｅ - ラーニ
ングによる講習を行っている。

エ　国家公務員のその他の健康増進対策の推進
　過労死等の原因となる脳血管疾患、心臓疾患を予防する観点から、平成 28 年３月に
決定された基本計画に基づき、健康診断等の結果、要医療・二次健診の対象となった職
員への確実な受診等の指導、健康診断の結果データを活用した健康増進対策の推進を実
施している。

（２）地方公務員に対する周知・啓発等の実施
ア　一般職員等に対する取組

　総務省では、全国人事委員会事務局長会議などの全国的な会議や各種研修会等におい
て、過労死等防止対策のみならず、安全衛生管理体制の整備やメンタルヘルス対策等の
労働安全衛生全般について、各地方公共団体に対して、助言等を実施している。
　また、地方公共団体においても長時間労働の是正をはじめとする働き方改革は経営上
の重要な課題となっている。総務省では、各地方公共団体における働き方改革に向けた
取組を支援するため、以下の取組を実施した。
　①　「ゆう活」の積極的な取組及び職員の時間外勤務縮減を要請
　　�　各地方公共団体に対し、令和元（2019）年度の「「ゆう活（夏の生活スタイル変

革）」の実施について」（令和元年５月１日総行女第３号総務省自治行政局公務員部
長通知）を発出し、「ゆう活」の積極的な取組と、時間外勤務命令の上限の設定等
を踏まえた職員の時間外勤務縮減に向けた取組の一層の推進を要請した。

　②　地方公共団体間の意見交換を通じた実践的な取組手法の検討
　　�　働き方改革の推進手法について、自治体職員間の意見交換を通じた検討を行い、

その結果を報告書に取りまとめた。
　③　働き方改革への意識醸成に資する研修の実施
　　�　男性を含めた地方公務員の意識啓発を進めるため、自治大学校の各研修課程にお

いて「女性活躍・働き方改革」に関する講義を実施した。
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　④　先進的な取組事例の紹介
　　�　地方公務員のワークライフバランス推進に向け、「ゆう活」やテレワークの活用

をはじめとする働き方改革に資する先進的な取組事例の紹介など、情報発信の充実
を図った。

イ　警察職員に対する取組
　警察職員については、重大事件の捜査や大規模災害への対応に従事するなどして、過
重な負荷に起因する健康障害が生じるリスクが高いことから、警察庁では、都道府県警
察に対し、各種通達や全国会議等を通じ、産業保健スタッフの相談対応力の向上のほか、
職員の勤務状況に応じた臨時の健康診断や医師による面接指導の実施、業務の合理化・
効率化等による快適な職場環境の形成、ストレスチェックの集計・分析結果を活用する
ことによるメンタルヘルス対策の充実等、警察職員への複合的な健康管理対策を講じる
よう指示し、過重な負荷に起因する健康障害を防止するための対策の充実を図っている。
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　総務省においては、地方公共団体におけるダイバーシティ・働き方改革の推進を支援
することを目的として現状と課題、施策ごとの取組内容やポイント、先進的な地方公共
団体における取組事例を掲載したガイドブックを策定し地方公共団体に配布していま
す。このガイドブックに掲載されている取組の事例を紹介します。

働き方改革推進施策のテーマと施策案
１．総労働時間の削減

残業削減

・残業削減目標の設定、勤務時間の実態把握と共有
・定時退庁日（ノー残業デー）の設定・実施
・退庁時間計画
・ゆう活
・職場での声かけ・巡回・一斉消灯
・残業、深夜勤務等の事前申請・承認

休暇取得促進

・休暇取得目標の設定、休暇取得状況の把握と共有
・休暇の事前計画①毎月の休暇取得計画と職場内での共有
・休暇の事前計画②年間の連続休暇取得計画と職場内での共有
・年次有給休暇を取得しやすくする工夫　～ユニークな休暇の設定～

業務効率化

・効率化できる業務の抽出と職場での効率化推進
・会議の効率化
・資料作成の効率化
・業務情報共有ルールの見直し
・集中タイムの設定・業務依頼時間の見直し
・カバー体制構築
・係を超えた人員配置・応援体制
・AI・RPA の活用

２．柔軟な働き方の推進
働く時間 ・時差勤務の導入・拡大
働く場所 ・テレワークの導入・拡大
３．研修・評価を通した意識啓発

研修 ・管理職を対象とした研修
・職員を対象とした研修

評価 ・管理職の評価
・職員の評価

静岡県袋井市：勤務実態の把握（職員数 524 名）

実施事項

・ 従来は時間外勤務命令をもとに時間外勤務時間を把握していたが、行政改革の
一環として時間外勤務の縮減のための施策等を検討するにあたり、まずは勤務
実態をより詳細に把握することが必要だと考えた。
・ そこで、クラウド上で出退勤時間を管理するシステムを導入し、職員に IC カー
ドを配布した。職員には、出退勤時に受付に設置している読み取り機に IC カー
ドをタッチするよう依頼した。
・ 出退勤のデータは、クラウド上に保存され、所属長がデータにアクセスすると、
個人別の出退勤時間や休暇取得状況をカレンダー形式で確認できる仕組みに
なっている。確認はスマートフォンでも可能。これによって、所属長が部下の
勤務実態を把握しやすくなった。

特徴

・ 本格的な勤怠管理システムを導入するには大きなコスト・手間がかかる。また、
勤怠管理システムのみを導入すると、後で他のシステムと連動させることが難
しくなることもある。よって最初から本格的な勤怠管理システムを導入するの
ではなく、まずは簡易的なクラウドの出退勤システムのみを導入し、小さく始
めることにした。
・導入したシステムの利用料金は９万円弱／月。

　事例１　

地方公務員の過労死等防止対策推進に係る取組コラム16
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北海道新十津川町：グループ制の導入（職員数 99名）

実施事項

・ 係制の小さい範囲での事務の執行は、担当者がいないと業務に支障が生じると
いう住民サービスの低下や、他の仕事に関わる機会がないため、職員としての
成長を妨げることにもつながることから、これらの課題への対応方策として、
グループ制の導入を検討。
・ 平成 18 年度に一部のモデル部署（保健福祉課及び住民課の一部）での試行を
経て、平成 20 年度より全庁でグループ制を導入。
・ 係制では「９の課局に 47 の係体制」であり、各係の職員数は２～３名であっ
たが、グループ制では「９つの課局に 18 グループ体制」となり、１グループ
の人数は５～10 名とした。 

特徴

・ 取組を進める上での工夫として、各業務について、「主担当」と「副担当」を
おくことを義務付け、主担当が何らかの形で長期に不在となるなど、何かあっ
ても副担当がカバーする体制を構築している。
・ 週１回程度、グループ会議を開催し、各人が１週間に行う業務の量を把握した
上で、助け合えるものはカバーしている。その結果、導入前と比較して日頃の
業務の平準化も図られている。
・グループ制の導入による成果としては、大きく以下３点が挙げられる。
　① 限られた職員数で迅速かつ正確な事務処理と意思決定が可能となった／新た
な課題に対しても、迅速かつ柔軟な対応が可能となった。

　②カバー体制の構築により年次有給休暇の取得日数が増加した。
　③ 職員の知識拡大により能力が向上し、より良い住民サービスの提供が可能と
なった。

東京都港区：AI 議事録自動作成支援ツールの導入（職員数 2,134 名）

実施事項

・ 区には 300 を超える会議体が設置されており、会議の議事録作成に膨大な時
間を要していた。
・ AI・RPA による区民サービス向上と働きやすい職場づくりを進めるなかで、職
員の事務を効率化するため、職員が録音データを聞きながら手作業で作成を
行っていた区の会議の議事録作成を、AI の音声認識や機械学習の技術を活用
し、自動で文章化するツールを導入した。
・ 導入前には１時間程度の会議の議事録作成に４時間程度を要していたが、ツー
ルを導入後、30 分～１時間程度に短縮することができた。区で行う全ての会
議で導入した場合、年間で 4,200 時間程度の時間を削減できる見込みである。
・ ツールは平成 29 年度に試用、その後のアンケートでは今後も利用する意向が
あるとの回答が９割となった。
・ 平成 30 年５月より本格導入し、これまで約 200 会議の議事録作成に利用され
ている。

特徴

・ 平成 30 年度を「港区 AI 元年」とし、最新の自動化技術を区の業務に導入し、
絶えず２つの視点（区民サービス向上と働きやすい職場づくり）から取組を進
めている。
・ 職員の ICT リテラシー向上のため、平成 29 年度は全部課長を対象に、平成 30
年度は希望する職員を対象に「ICT リテラシー研修」を実施。研修では、オー
プンデータや AI、RPA 活用など、幅広いテーマを取り上げている。

　事例２　

　事例３　
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